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1.は じ め に
21世紀を間近 に控え,日本の経済 ・社会環境が急速に変化するなかで,高齢
社会の到来,女 性の就業意識の変化,障 害者雇用の促進等の社会的要請に関す
る早急な対応が求め られている。また,企 業のあり方,個 人の価値観の変化に
伴い,個 人のライフスタイルに応 じた新たな勤務形態や働 き方が望まれてい
る。
一方で,近 年,情 報通信技術の発達}一 般家庭への情報通信機器の普及など
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によ り,個 人 レベルでの情報化が急速 に進展 してお り,就 業形態の多様化への
ニーズの高 ま りか ら今後 テ レワークが急速 に普及す ることが予測 されて いる
。
ここで い うテ レワークとは,「本来勤 め るべ き場所 と して割 り当て られ たヘ ッ
ドオ フィスが あ りなが らも,毎 日そ こに通勤す るかわ りに,定 期的 あるいは不
定期 に自宅 やサ テ ライ トオフ ィス等 で勤務 す る こと」((社)日本サテライ トオ
フィス協会1997年1月)と して定義 されてい るが,情 報通信機器の利用 によ り
口∫能 とな った・個人が最 も仕 事を しやす い場所 に分散 しての就業 と して把握す
る方が理解 しやす いと考え られ る(佐藤,1996年2月)。(社)日 本サテ ライ トオ
フィス協会 の試算 による と,週1回 以上 テ レワークを実施 しているホ ワイ トカ
ラー正社員(定 期型テレワーク人[】)は,1995年には39.6万人 と推計 され,西 暦
2000年には90万 人か ら160万人 になると予測 されている。 週1回 未満実施 も
含めた総 テ レワーク人 ロは,1995年には94.7万人 と推計 されf2000年には約
200万人か ら380万人 にな ると推計 され ている。
テ レワークは,ま す ます深刻化 す る大都 市の通勤混雑 問題を改善す るだ けで
な く,職 住近接 による余暇 の創 出,個 人のゆ とりと豊かさの実現,企 業 の災害
時の リスク分散 などの効果を もた らす と考 え られ る。 また,社 会政策 の観点か
らも高齢者 や女性 だけで な く,障 害者 に も新た な雇用機会 を提供す ることで,
健常 者 と障害者 な どが相互 に助 け合 うノーマ ライゼーシ ョンの実現 に もっなが
る もの と期待 されて いる。この ようにテ レワー クは,勤労 者だけで な く,企業,
社会 に対 して大 きな雇用効果を もた らす ことが 予想 されてお り,更 なる普及推
進 に向 けて今後の政策展開が必要 とされている。
本稿 の 目的 は,通 勤困難者 の負担軽減 を実現 す るたあに,テ レワー クの効果
や現状 の問題点 などを検討 して,今 後 のテ レワー ク推進 のための政策的な課題
を明 らか にす ることであ る。第2章 で は,通 勤困難者 に対す るテ レワーク推進
の背景 と して,大 都市圏 にお ける通勤混雑 の実態 通勤混雑緩和への取 り組み
の経緯,通 勤混雑 に対す る施策 の現状 を明 らかにす る。第3章 で は,通 勤困難
者対策 と してのテ レワークの有効性 に着 目 し,既 存の テ レワークセ ンタ のー 導
入 事 例 の現 状 と成果 な どにっ いて検討す るとともに,志 木 サテライ トオフ ィス
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(テレワークセンター)に お ける通勤 困難者 の ための勤務実験 の結果 か ら勤務上
のメ リッ トや デメ リットな どを整理す る。第4章 では,テ レワークセ ンターの
有効性 と留意点を明 らかに した上で,通 勤 困難者のためのテ レワークセ ンター
の あり方 にっいて政策課題 を提起す る。
最後 に,繍 で は,1997年2月末か ら3胸 め にか けての米 カ リフォルニァ
州 と首都 ワシン トン及 び周辺地域 にお けるテ レワークに関す る調査を もとに,
連邦政府,州 政府s地 方政府 な どの公共部門がテ レワークの普及 に政策面 で直
接的 に関 与す るとともに,公 的資金 を投 入 してっ くられたテ レワークセ ンター
で連邦政府職員な どが参加 したテ レワー クが本稼働 しているとい う実態 を通 じ
て,公 共部 門の役割 や政策的な課題を検討す る。
2.大都市圏における通勤混雑の現状 と問題点
(1)大都市 圏の通勤混雑の現状
首都圏 を中心 と した大都市圏 における通勤混 雑の現状 は,勤 務地 と居住地 の
関係,通 勤人 口の動 向,通 勤距離 と通勤時間な どの要因 によって明 らかにな っ
てい る。勤労者 の勤務地が都心部 に集 中す る一方で,地 価高騰 な どの要因 によ
り勤労者 の居住地 は大都 市周辺部へ外延化 してお り,通 勤距離 はます ます長 く
な る傾向 にある。通勤 人口の変化 を見 ると,1980年か ら1990年までの10年間
で,首 都圏全体 の通勤 者数 は146.5万人増加 している。特 に,勤 務地集 中が激
しい都心23区 を着地 とす る通勤者数 は,1985年か ら1990年まで の5年 間で
80万人 と急増 してお り,通 勤混雑 に一層拍 車をか けてい る。
一方,勤労者 の通勤距離及 び通勤時間 は,遠距離 ・長時間化す る傾向 にあ る。
1990年にお け る首都圏,近 畿圏,中 京圏 の通 勤距離及 び通勤 時間分 布 を見 る
と,首 都圏 の平均通勤距離 は24km,平 均通勤時間 は65分 となって いる。 ま
た,片 道通勤時間が60分 未満の通勤者 は,近 畿圏,中 京圏で50%を越 えて いる
の に対 し,首 都圏で は約40.0%と10ポイ ン トも少 な くな って いる(佐藤1996
年3月)。
また,通 勤時間帯 はピーク時間帯 に集中す る傾向にあ り,通 勤混雑 がかつて
66商 経 論 叢 第33巻 第2号
30分未満
30分～塒 間未満
塒 間～1時間秣 満
1時間半～2時間表満
2時間以1.
図 一l
r
O204()
通勤に対する不満とその理由
60gogooozo 40
%
so so
0233)
goo
■ 不満の割合・(%)■ 通勤時閻が長い■■通勤が混雑する
出典=労働省編 「平成6年 版 労働白書」,1994年7月
図一2朝 の通動 に対 す る疲 労感
%
204060
仕事に差し芝えるほどの疲労を感じる
それほどではないが、しか し疲れる
たいした疲れはないド コ・
疲れを感じない
[=]40分以卜■60～80分■■90分以i
出典:通勤事情の改善等に関する研究会
「通勤事情の改・善等に関する調査研究報告書」,1992年3月
な く深刻 な問題 とな ってい る。1990年度 における 首都圏,近 畿 圏,中 京圏の中
核都市の交通量 につ いて,ピ ーク1時 間集 中率を見 ると,終 日交通量 のおよそ
半分 が ピー ク1時 間 に集 中 してい る。 この よ うな長 時間化 す る通 勤時 間 に対
し,通勤時間が1時 間を越え ると約85%の 勤労者が通勤時間 に対 して不満を示
している。混雑 した中での長時間通勤 の結果,多 くの勤労 者 は通勤疲労 を実感
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出典:総務庁統計局 「労働力調査」
してい る。「通勤事情 の改善等 に関す る調査研究報告書」によれ ば,通 勤時間が
90分を越 え る勤務者 の場合,「仕事 に差 し支えるほどの疲労 を感 じる」と 「それ
ほどではないが,し か し疲 れ る」と回答 した者 の割合 の合計 は60%に達 してい
る。
② 通勤困難者の現状
大都市圏の通勤混雑問題により,高齢者,女 性,身 体障害者などの通勤困難
者は通勤を伴 う就業を断念せざるを得ない状況 にある(なお,本稿で対象とする
通勤騰 者としては,恒久的な者として遠購 通勤者滴 齢者・身体轄 者・一時的賭
3)
としては妊婦,病 気療養者,怪 我治療者,介 護者などがある)。
高齢者 の就業をみ ると,60歳 以降 も就業 を希望す る者 の割合 は,1986年の
64.8%から1991年には71.8%に大幅に増加 している。 この背景に は,急 速な
高齢化 の進展 とと もに,高 齢者 自身 による自立 と社会参加への要請 の高 まりが
み られる。 しか し,有 効求人倍率 の低 さや完全失業率の高さをみると,高 齢者
の雇用環境 は依然 として厳 しい状況 にある。
女性の就業 をみてみ ると男性 との間に大 きな違 いがあ る。労働力率 を年齢区
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分別 にみると・男性 の場合 は35歳 か ら39歳の約98%を 頂点 と して台形 の曲線
を描 いてお り・他 の先進工業国 と比較 して ほとんど違 いがみ られない
。 ところ
が,女 性 の場合 は20歳 か ら24歳の74.1%,45歳か ら49歳の71.3%をそれぞ
れ頂点 として・30歳か ら34歳の53.7%を底 とす るM字 曲線 を描 いてい る。 こ
のよ うな労働力率 のM字 曲線 は他 の先進工業国 にはみ られず
,ア ジア諸国 の中
で も例外的に韓国 にみ られ るだけであ る。 この ような労働 力率のM字 曲線 を生
み出す背景 には・ 日本女性 の ライフパ ター ンが大 きな影響 を与 えている
。 女性
は結婚 出産,育 児 などの理 由により就業を継続す ることが困難 な場合が多 く
,
子供 が成 長 してか らパ ー トタイムなどで再度就 業す るケースが多 くあ る
。_
方,就 業 を続 ける女性管理職 においては,組 織 内における地位 や責任 が向上 し
た ことか ら出産や育児 を断念 す る者 も少 な くな い。
さ らに,身 体障害者の就業 をみ ると,身 体障害者 の総数 は交通事故の増加 な
どの要因 によ り,1960年の82.9万人か ら1991年には272.2万人 と3倍 以上 に
増加 している。 しか し,同 時期 の身体障害者の就業者数 は38.7万人か ら89.4
万人 と2.3倍の伸 びにとどま っている。また,身 体障害者の就業率 は46.7%か
ら34.1%に低下 してお り,健 常者 の約2分 の1の 割合 で推 移 している
。労働省
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が まとめた報告書によれば,身 体障害者が佳事 を選択す る際 に重視す る項 目 と
して 「仕事の内容」,「会社 の障害者への理解」 に続 き,38.9%が「通勤の便」
をあげてお り,通 勤問題 は身体障害者が離職 す る大 きな要因 とな って いる。
総務庁 「就業髄 基本調査」(1992千1こ)によれば濯 用者 の うち介護 のため}こ
繍 した都8.1肱 で,そ の うち女性が9・・1%を占めている・また・ 日本経
済新聞の社説 によれば,「 大企業 の役員,剖 ≦長の ほぼ半数 は｠3の 介護 にかカ}
わ った経験 を持 ち,そ の うち6割 余 りはtol・1らかの形で仕事 に影響が ある"と
答 えてい る(・経社説,1994年9月27日).介護 都 「餌 や排泄・入浴 などの世
話 の負担が大 きい」,「適切 な介護のイ坊 がわか らない」・「仕事 に出 られない」
などの精神的,肉 体的負担 を強 く訴 えてお り,時 間的制約 も大 きいことか ら,
介護 を行 いなが らの就業 は極 あて困難 にな ってい る。
(3)通勤困難者 の問題への対応
麟 な勤務者 にとって 樋 めて大 きな疲労∫惑を伴 う大都市圏の厳 しい醐 事
情 は通 勤騰 都 と って は就業機 会 の喪失 に もっ なが りかね ない もので あ
る。 ここで は企業 の通勤 困難 者 に対 す る通 勤緩和措 置の実施状況 をみて みよ
うn
醐 困鯖 で ある妊婦 に対 して,何 らか の醐 緩和措置 を実施 して いる企業
の割合 は,9.8%にとどまってし・る.ま た,「っわ り」で就業 が騰 な場合の措
置 につ いて,特 に措 置 していない企業が8Z.5%にのぼ ってい る(人事騰 賄
　 　　　　
育児 のための勤務時間の短縮 な どの措置を有 す る企業 は41.3%にとどまり,
表一1妊 婦に対する通勤緩和措置の適用状況
時 制
企業規模
措置な措置あり
30分まで 60分まで それ以上 不 明
規 模 計 9.8 1.8 3.8 2.0 2.2 86.
500人以 上 12.7 1.3 4.2 2.4
864.8
3.6一「1正
一
500人未 満1 9.3 2.0 2.1'86
出典:人事院職員局 「民間企業の勤務条件制度⊥1994年
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衷一2「 つわ り」 に係 る措置 の種類別 企業 数割合(%)
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巫直 董ユニ9.45.7
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_表 一3育 児のための通勤緩和措置に関する企業の実施状況(%)～ 一
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出典:労 働省婦 人局 「女 子雇用管理基本調査」,1994年
表 一4
甲一一』}剛 一『 一一_
育児のための通勤緩和措置の最長利用期間等別事業所数の割合 C%)
措置の最長利用期間 短縮する時間の長さ
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逆 二z31・8
26.0
1
5.3 3fi.2 5.41aa.a53.1
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表一5介 護のための通勤緩和措置の企業による実施状況(%)
脇 時間の短 措置を
実施 し
ていな
い
麟 の鞭 を
実施 してい る
短時間勤
務制度
一定の時間単
位で勤務 しな
い時間を請求
する制度
フ レ ック
ス タ イ ム
制
出勤 ・退
社時間の
変更
その他 無回答
介 護 の た め の 勤7
.5(100.0)
L墾間の短構 {65.fi)(21.2)(X4.5)023.2}(10.9)(1.8)
1
92.3
出典1同},1994年
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措 置 を実施 して いな い企業 が過半 数 を 占めて い る・導入 して いる措 置をみ る
と,「短時間勤務制度」が63.1%,「所定外労働 免除」が48・4%・「時差働
制度」が23.5%,「フレックスタイム制」が15・・%とな ってい る・措 置を実施
した企業 における措置の内容をみ ると,取 得で きる最長の期間 はいずれの措 置
も 「子が1歳 に達す るまで」 とす る牒 の害恰 が最 も多 い・「短時間勤錦1度 」
の短縮 で きる時間 の長 さにっ いては,1目 「1時間以内」 とす る企業の割合が
36.7%と最 も多 く,次 に 「2時間以 内」が31.8%とな ってい る(労働省婦人局,
　 　　　　
介護 のための勤務時間の短縮 などの措置を有す る企業 は7.5%しかな く,そ
の形 態 と して は 「短 時 間勤務 制度」が65.6%,「出勤 ・退 社時 間 の変更」 が
23.2%,「一 定の時騨 位で勤務 しなL・時間 を請求す る制度」 が21・2%・「フ
レックスタイム制」が14.5%とな っている。措 置を実施 した企業 の利 用状況を
み ると,1990年度か ら1993年度 までに,こ れ らの措 置の利用 を開始 した者 が
いた企業 は14.5%にとどま ってい る。
(4)通勤混雑 に対す る施策
大都市圏 の厳 しい通勤事情 への対応 として,公 共交通機関 にお ける輸送力の
増 強 とい うハー ド面 での施策 とともにt時 差出勤制,フ レックスタイム制,サ
テ ライ トオ フ ィス勤務 制,在 宅勤 務制 な どの ソフ ト面 の施策 も推 進 されて い
る.企 業の通勤対策 の導入状況 をみると,イ・∫らかの通勤対策!_施 している企
業 は9.5%とな って いる.牒 規模男llには大企業 を中心 に通勤文寸策 が実施 され
てお り,従 業員数5000千人以上 の企業 において は,「時差出勤制」が16.8%,
「フ レックスタイム制」が39.1%導入 されて いる。 しか し,「サ テライ トオフィ
ス制」,「在宅勤務制」を導入 して いる企業 はわずか2.6%しかない(労働省,1990
　　　
輸送力の増強 に関 して は漸 線 の開発 運行本数 の増加 な どによって対応 力a
進め られてきたが,通 勤混雑緩和 を輸送力 の増強 で解消す ることには限 界が あ
る。時差出勤制 は,法 的な強制力がな く民間企業の協力 を要請す る程度 に とど
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表 一6
后_強 新線の_体_　 _)の 長_
よる総輸送力を増強する。
1②時差出勤制 牒 時刻をず らすこと1こより,出購 鵬 を韓 化 し ピー
ク時の混雑を緩和する。
始業 ・縷 時刻を各勤儲 の選択にまカ・せることによ咄 勤
時 間帯 を平準化 し,ピ ー ク時 の混雑 を緩 和す る。
応房;不 オフイ亥_一
和 す る。
回 勤 労者 の居住地 で就業 す る制度 で,通 勤 距離 ・時 間 ともにゼロとな る。 通勤 者総数 が減少 し通勤 混雑 が緩和 され る
iii典:社団法人 日本サテライ トオフィス協会,1996年
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出典:労働省 「賃金労働時間制度等総合調査」,1990年 『{層
ま ってお り・導入が なかなか進 んでいないのが実態 であ る。 また,時 差出勤制
は,ピ ーク時 の混雑 を減 らす ことには効果があ るが,通 勤交通量 その ものを減
らすわ けで な く,勤 労者 の遠距離 ・長時間通勤 とい う問題 を解決 す る抜本的な
施策 とな っていない・ フ レックス タイム制 につ し・て 塒 差出勤制 と同様 に通勤
交通量 その もの は減少 しない とい う問題があ る。
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3.テ レワー クセ ンターの導 入事 例 と成果
(1)テレワークセ ンター導入 の背景
テ レワークは,近 年 家庭 に も急速 譜 及 しているパ ソコン・ ファクシ ミリ
などの情報通信機器 を利 用 し海 日決 め られたオフ ィスでな くf期 的あ るい
は碇 期 に自宅裾 住地近接 のオ フィス等で勤務す る勤務形態 である・主 な勤
務形態 として,サ テ ライ トオフィスや コ ミュニテ ィオフィスな どのテ レワーク
セ ンターにお ける勤務や在宅勤務 がある.テ レワークセ ンターは渤 労者 に通
勤時間 の短縮 によるゆ とりと地 域社会 との交流 の機会 を提供 し・ また・地域
灘 化を促進す るための拠点 と して導入 されたが旧 本で は余 り普及 していな
いのが実態である。
しか し21世 紀を間近 に控え旧 本の経済 ・社会環境が急速に変化す糾1
で,牒 のあり方澗 人の価値観などが大きく変化 してきており調 人のライ
フスタイルに応 じ噺 た耀 用形態や働 き方が求められている・今後の高騨
会への対応 としての高縮 の淵 注 婦湯 体障瀦 などの社会参加や就労の
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促齪 図ることは通 勤困瀦 の就業襟 の鰍 や臥 の活力の発揮
にっなカ、
るばかりでな く・蝶 繍 ・繊 社会1ことって も多 くのメ リットをもた らす も
のである。
一方・ インターネットなどの情髄 信ネッ トワークの鮪 ～ コンなどの
機器の甑 は溜 宅や自宅に近接 したオフィスでの勤務であるテ レワーク飼
能にしている・1995年1月17日の阪神嬢 災の教訓として
,槻 模災害時の
リスク分散噸 点か らもテレワークセ ンターが湘 されるようになった.こ の
よう婿 景により滴 齢者の臨 姥 の雇用拡大
,躰 鰭 者の雇膿 会の
鰍 の場 として・あるいは人顯 災甜 の リスク=rの 観点か らも テ
レワー
クセ ンターの普及が期待されている。
② テ レワー クセ ンターの導入事例 と成果
ここでは・テ レワークセ ンター噂 入事例 と して
,志木サ テライ トオフ ィス,
醸 野 コ ミュニテ ィオフィス・KSP創 造型 サテライ トオフ ィスを取 り上 げて
みよ う。
① 志木 サテ ライ トオ フィス
埼玉酷 柿 につ くられた志木 サテ ライ トオ フィスは,1988年5月に搬 さ
れた 躰 で初 めての麟 蝶 の綱 利用1こよ る実験 が行 われ た本格 的
なテ レ
ワークセ ンター(サ テライ トオフィス)であ る.こ の施設 は,甜 ゼ 。ックス,内
畔 行・住友信託銀行・鵬 搬 ・ リクルー ト,住醜 蜘 究所,NTTの7者
による姻 実馳 場 と して開設 された・実験開始後渤 労都 職住近接 の実現,
異業X流 によ る相互醗 本社 とサテライ トオフ
ィ燗 嚇 髄 信 システム
のあ り方,地 域 コ ミュニティとの交流 などの検討が行 われ た
。
その後・1991年1月か ら2年 間 は企業 を対 象 と した期 利用型酸
サテ ライ
トオフ ィスと して事業化 され たが・バ ブル崩壊後 企業のサテ ライ トオフ ィス
への関心 が低下 した ことなどが原因 で採 算 べ一 スに達 す るまで に至 らなか
っ
た・1993年には・ ㈱ 志木 サテ ライ トオ フィス ・ビジネスセ ンターが設 立さ
れ現 在調+k究 イ ンキュ娼 ト,カ ルチfiセ ンターな どの業務 を行 っ
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てい る.こ れ らの業務 を行 うために,地 元の槻 など約5・・人が人材鰯 して
い るa
赫 サテ ライ トオ フィスにお ける撒 を通 じて・今後 の牒 の勤務 の1形 態
と してテ レワー クセ ンタ拗 務 は・∫能性 が大 き く・「醐 鞘 の短縮 によ る通
勤疲労 の解消」,「舳 時間の増加 による家族 との団 らんや麟 の時間増加1こ伴
うゆ とりある生活 の実現」「地域へ の雇ii会 の実現」浪 好な就業環境 による
知的生産性,創 造 力の向上」 などの数多 くの メ リッ トがあることが指胤 れて
いる。
② 武蔵野 コ ミュニテ ィオフィス
武蔵野 コ ミュニテ ィオフ ィスは,1989{1朋凍 京都武醐 制 こ富1ゼ ロ ッ
クス,三 杯 動産旧 本設計 の3社1こよって コ ミュニテ ィオフ ィスに関す る共
同実験 の場 として設立 された.期 実験 で1よ・参 加牒 が燗 ・騰 系請 報
系課 縣 の3つ の テーマについて懸 実験を行 うとともに・参加牒 創1心
に,◇ コ ミュニテ ィオフィスにお ける新 しいオフィス環境の検討・◇ コ ミュニ
テ ィオフィスの事業化検討,◇ 遠隔地勤務で の新 しい コ ミュニケー シ ョンシス
テムの あ り方,な どの噸 について の研究 を進 め た・実験終一r後は,富 ぼ
。ックスの職住 近接 部 門機能 分散 サテ ライ トオ フ ィスと して活 用 されてい
る0
実験 の成果 としては,テ レワークセ ンタ拗 務1こよって生 じた変化 として・
「醐 時間 の短細r仕 事 の能率向上」,「業務内容 ・管理の変化」などがキ旨摘 さ
れて いる。 当初期待 されていた異業種 との交流 はほとん ど行 われなか った。
③KSP創 造型 サテライ トオフィス
KSP創造型 サテライ トオフィスは,神 奈)11県川崎市にある 「かながわサ 仁
ンスパー ク」(KSP)の一角 に設 け られた実験的なサテライ トオフィスであ る。
NTTデ ー樋 信,甜 ゼ ・ックス,飛 島建設 な どの参加蝶 を中心 に・1991年
か ら1993年までの2鞘 に洪 同禾l」用型 サ テ ライ トオフ ィスとして実験 がそナ
われた.こ のKSP創 造型サ テライ トオフィスは・ 実験終了後 の現在 樋 営 さ
れて いる。1994年3肋 らは労働省 の外郭団体で ある日本身体1轄 擁 用促進
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瞬扉 三嗜 謡∴;蕩器響獣霧蓄感
表Sテ レワー クセ ンター導入事 例 の成 果「嫉亨7∵癬 継纏轟熱嫉
'地域 へ の雇 用機会 住 婦層 の活用)
の実現○
サ テ ライ トオ フ ィスの デ メ リッ ト
に 管聯 ら離れていることによる人事評価に対する不安
1
「
ドー一一 ～-
1季;写禦1鱈.
1ス1
'通勤時間の短縮
1.簾羅1諜饗黙 謙
1・灘灘 舞戴 懇1
ρ コミモニた オフィ鋤 務の問題点
1'コ ミュ ニ ァ ィ オ フ ィス勤 務 者 の 業 務 特 性
に黛 繁 鰺灘 鐸講 鰹:李嚇 編 葡1イ オフィ嚇 者を繍 的にバック
・コ ミュニ テ ィ オ フ ィス勤 務 者 の ワ ー ク ス タイ ル
,コ ミュ エ テ ィ オ フ ィス勤 務 を 前 提 に した 新 しい ワ ー キ ン グ ス
タ イ ル が形 成 で き な か っ た。
○ サテ ライ トオ フ ィスが果 た しうる役割
'地域活 動 の ための場 や ツールrサ ー ビスの提 供'潔 職 会の蹴 地域人材の能欄 発と活用
に役立っ場
。灘欝霧霧 購蹴 二鰐二騒灘
・潜在的就労希望者に対する就業機会の創出
・通勤時間の短縮による疲労の軽減
・業務の分散による効率化
出典:社 団法人 日本サテ ライ トオ フィス協会,1996年
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協会の 「轄 擁 用促進のためのサテ ライ トオフ ィスに関す る研究」 業 の実
験 が行 われてい る。具体的 には,障害者 を多 く雇用す る(株)日 本 ア ビ リテ ィー
ズ社 が川崎周辺地 区 に居住 し都 。・への醐 が騰 な下肢 障害都 新規1こ雇用
し,職 住近接 かっ機能分散型 オフ ィスと して利用 して いる。
このKSPに お ける実験 樋 して,テ レワー クセ ンターが果た しうる役割 と
して,「地域活動 の支援」,「地域 の雇職 会の拡大」・「地域人材 の能力開発」・
「地域企業 の発展に対 す る支援」 などが上げ られてし・る・ また・ ㈱ 日本 ア ビ
リテ 仁 ズ社の実験 によ り,テ レワー クセ ンター利用 のメ リッ トと して・「,:.
的就労希望者 に対す る就業機会 の創臨 「通勤時間の短縮 による疲労 の轍 」・
「業務 の分散 によ る効率化」 などが指摘 されてL・る・ デメ リッ トと して は濫
督都 足 による業務処趾 の混乱」,「本社 との コ ミュニケー シ ョン不足 による
情報 の不足」 などの問題が指摘 されてい る。
④ 導入事例 の成果
これ らの テ レワークセ ンター導入事例 によ り明 らか にな った勤務上 の メ リッ
トや デメ リッ トにつ いて は,表 一8「テ レワークセ ンタ導 入事例の成果」に整
理 されて いる。一方sテ レワークセ ンター導入 の先行事例 によ り,こ れまで に
示 された主 なテ レワー クセ ンターの普及 におけ る課題 として は・◇企業 マネジ
メ ン トの抜 本的改革,◇ 勤務者 による創造型人間へ の自己変革,◇ テ レワーク
セ ンターの適切な立地,◇ オフィス内セキュ リテ ィへの配 慮 ◇地域社会への
情報提供,な どがあげ られ る。
③ 志木サテライ トオフ ィスにおける勤務実験
① 勤務実験 の概要
「通勤困難者 のための コ ミュニテ ィオフィス推進 に関す る調査」 で は,テ レ
ワークセ ンターの業務面,生 活面での効果や問題点を抽 出 し,通 勤 困難者のた
めの就業 の場 としてのテ レワー クセ ンターの有効性 を検証 す ることを目餅Jに・
志木 サテ ライ トオ フィスを利用 したテ レワーク実験を行 った・ その実験 には・
志木市周辺 に居住 す る遠｠通 勤者,妊 婦,病 気厳 都 どの醐 騰 都 名
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(男性2名・嬉3名)鯵 加 して・1995年1・月から1996年2月までの5ヶ 月間
テ レワークを実施 した。 その結果a5名 の参加者のうち4名 が志木サテライ ト
オフィスでの勤務を主として行 ってお り渤 務予定 日のうち9・%以上勤務す
る
というほぼ予定通 りの勤務実績であった。
② 勤務実験の成果
アレワークセ ンター勤務上のメリッ トとしては,通 勤面では 「通勤時間の短
縮による躰 的 精 神的鯉 の緩和」,rゆとりある勤務の実現」,業務遂行面で
は 「仕事の能率 生産性の向上」,「集中 した業務の遂行性 活面では 「プライ
ベー トな生活の充実」・隊 族 との団 ら磯 会の増加」などが回答であげられて
いる・つまり・テ レワークセンタ働 御 こより通 勤時間の短縮 業務効率の
向上・余暇・家麟 活の膜 などのメ1ノッ トが生 じていることが分かる
.特1こ
蹄 であったのは醐 時間の短縮で渓 験参賭 の本社への圃 鞘 は通 勤
形態が変化 した3名 の平均で細5分 であったが,テ レワークセンタ鋤 御 こ
よ り約30分程度に大幅に短縮することが可能になった。
一方・テ レワークセンタ渤 務上のデメ リットとしては,業 務遂行面で 「機
密獺 の保勘 「酬 ・データなどの持 ち運び」,鵬 螂,「 静かすぎる鵬 」
などが回答の中であげられていたカa,オ フィス環境や=rwr通信機器の整備 社
内のテレワーク擁 体制の問題 として整理することができる.オ フィス環境1こ
関する問題 は庵 子メールやBGMな どの活恥 こよりほぼ解消することができ
た・機密保持の問題については・麟 の蝶 の社員が勤務するという環境 にあ
り7験 開始の当初 には勤儲 のなかで4瞠 に懸念 されていたが題 要な事項
については電子メ→ レで連絡 し電話で補足することで,ほ ぼ問題を解決するこ
とが可能になった。
4.テ レ ワー クの有 効 性 と今 後 の政 策 課 題
(1)テレワークの有効性 と留意点
本稿で取1げ たテ レワー クセ ンターの導入事例や志木 サテ ライ トオ フ
ィス
におけ る勤務実験 の成果 よ り・ テ レワークセ ンター勤務 の効用 と推進上 の留意
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表一9テ レワー クセ ンタ ー勤務 上 のメ リッ ト
?
?
?
?
?
?
ッ
?
・視覚 障 害 が あ り,会 社 側 の配 慮 で
10時か ら16時 の短 縮 勤 務 を行 っ
い る.ま た・ 混雑 とは逆 方向 の ドり1
通 勤 の た め,身 体 的 に 非 常 に楽 に1
な った。
・下 肢 が不 自由 で あ るが,自 動 車通 勤
が 可能 にな り身体 的 に楽 にな った。
/ り
1「
II
I-
-
・ メ
t
1業
務
計
・下り出勤 の た め,精 神 的 に もゆ と り
を持 っ ことがで き,朝 の ス ター トを
気 持 ち よ く始 め ることが で きた。
・従来の1時 間半あった通勤時間が5
分に大幅に短縮され,時 間のゆとり
がで きた。i
・精 神 的 に も健 康 的 に も楽 にな り,家/
庭 の主 婦 の生 活 の延 長 の よ うな ゆ と
の あ る勤務 が可能 にな った。
リ ッ トは特 に感 じな い。
・足 が不 自由 で,通 勤 が困 難 で あ る と
い う問 題 を ほぼ解決 で きた。本 社 勤
務 で電 車,バ ス等 の乗 り換 え もあ り,
齢 最後まで通勤できなかつたとi
・通 勤 が楽 にな った ことで メ リハ リが
で き,本 社 勤 務 時 で の仕 事 に対 す る
意 欲 が生 まれた。
一… 不
集中できるので・3・%位の生産性の
??????????????
?
?
?
?
ヒ 静かな縣 で集中して勉強すること
曝瓢 灘劉
ラ イ ベ ー トが 充 実 した 。
がで き,満 足 して い る。
・電 話等 によ る思 考 の中断 が な く,集
1中 して仕 事がで きる。
1・ コ ミュ ニ テ ィ オ フ ィ ス で で き る仕 事
iと で きな い仕 事を常 に考 慮 し,優 先
1順位 をっ けなが ら業 務 を遂 行 す るよ
うにな った。
_____!
・家族 との団 らん の機 会 が増 え,家 族
も会社 に関心 を持 っ よ うにな った。
___一__⊥____.__
出典:社 団法人 日本 サテライ トオフ ィス協会,1996年
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表寸0女 性の望ましい就業形態のあり方(人 ,%)?
　∴
」
4,43
女性は職
業を持た
ない方が
良い
1
-一 一 一 一一一一 一_躯_ 一一_______
劃,9,
出典:
結婚する
までは職
業を持っ
子供がで
きるまで
は職業を
方が良い「持つ方が
良い
}13霊
搬織ギ
方が良い
唖痂
労働省婦人局 「働 く女性の実状:平 成7年 版」,
題上二墨 鎧ヨ虻一
1995年
螢 墜 半.…」 ～.
瑚
点 を,企 業,勤 労者,社 会 に分 けて整理 しよ う。
① 企業 に対す る効用 と留意点
企業が テ レワークを導入 す る場合,人 材確保,コ ス ト,イ メージの向上 な ど
の面で効用が期待 で きる。勤務者福祉 の充実 とい う点 では,新 たな勤務形態 の
機会提供,勤 務者の通勤疲労軽減 などの効果があ る。業務効率 の向上 や コス ト
の削減 に関 して は,効 率性 や生産性 の向上,勤 務者 の通勤 コス トの削減 な どの
効果がある。次 に人材の活用 ・確保 にっ いては,高 齢者 ・女性 ・身体障害者等
の活用,地 元の人材 の確保 な どの効果が ある。企業 イメー ジの向上 につ いては,
対外 的なイメージの向上・従業員満足度 の向上 などが効果 と してある。最 後に,
災害時 の リスク分散 に関 して・情報 などの分散管理,災 害時にお ける迅速 な対
応 などが 可能であ る。
一方,企 業がテ レワークを導入 しよ うとす る場 合,生 産管理,雇 用管理,コ
ス ト,管 理者の意識 などの面で解決すべ き様 々な留意点が存在 している
。1っ
のオフ ィスに複数企業 の社員 が勤務す るテ レワークセ ンターの場合,本 社勤務
の場合 と異な っているので,生 産管理面 では,職 種 の適格性,機 密保持,緊 急
時 の対応 などの問題が ある。雇用管理面 ではy労 働時間の管理,労 災保険の適
用,労 働組 合への対応な どの問題 がある。次 に コス ト面 では,パ ソコン,電 話
な どの情報通信機器 オ フィススペース,什 器備品 などの初期投資,運 営費な
どの問題が ある。最後 に,テ レワークセ ンターの利用 に当た って は,社 内の推
進体制や管理者 の意識改革 などの問題があ る。
0
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② 勤労者に対する効用と留意点
通勤困難者にとっては,精 神的 ・身体的なゆとりの実現,新 たな就業機会の
確保,時 間的なゆとりの創出などの効用が考えられる。精神的 ・身体的なゆと
りの実現に関 しては,通 勤による身体的負担の軽減,通 勤混雑回避 による精神
的負担の軽減 家族 との団 らん機会の増力口などが効果 としてある・新たな就業
機会の確保にっいては,職 住近接型の就業の実現や就業による自己実現などが
効果 としてある。時間的なゆとりの創出に関 しては・余暇創出によるゆとりあ
る生活やライフスタイルに応 じた柔軟な勤務の実現などが効果 としてある・
一方,テ レワークを実施す るに当たっては,出社 ・退社時間の管理,業 務遂
行の方法など,個 人の裁量に任 される部分が多 く,各勤労者の自己管理能力が
必要 とされるし,災害時の危機管理の問題 も検討が必要である。
③ 社会に対する効用 と留意点
社会にとっては,社会福祉の充実,大 都市圏の通勤問題の改善,地 域活性化
などの効用が考えられる。社会福祉の充実に関 しては,高 齢者 ・女性 ・身体障
害者の雇用機会の提供や生 きがいの創出などが効果 としてある。大都市圏の通
勤問題については,首 都圏の通勤混雑の緩和が大きな効果 としてある。地域活
性化に関 しては,地域活動の活発化や地域の人材の流出防止などが効果として
ある0
一方,妊婦や身体障害者などの通勤困難者がテレワークセンターに定期的に
通勤する場合,交 通の便,駐 車場の確保,周 辺の環境整備などが重要な問題と
なる。
② 通勤困難者のためのテレワークと政策課題
① 企業にとっての政策課題
通勤困難者のたあのテレワークを普及させるためには・社会の要請・勤務者
の二_ズ に応 じ,企業側が積極的に利用を促すことが重要である。
1)通勤困難者に配慮 したオフィス環境,勤 務形態の検討 ・導入
通勤困難者が通常の勤労者 と同様に継続的な業務を行 うことができるよ
82商 経 論 叢 第33巻 第2号
(217)
うに,身 体障害者,妊 婦などに配慮 したレイアウ トなどのオフィス環境づ
くり通 勤騰 者に対する通勤緩和措置などの実施を行 う腰 がある。
2)オフィス立地環境の整備,設 備 ・機器などの整備
通勤困瀦 が定期的にテレワークを続1ナるためには,交通の便や周辺環
境などの良好な`r_地環境の整備,情 報通信機器 ・設備の整備を行 う必要が
ある。
3)新しい時代に合致 した勤務制度の確 立
勤務者が積極的にテレワークを行 うことができるように,人 事制度や評
価制度の見直 し,裁量労働時間勤務制度の導入などの適切な勤務制度の確
itが必要である。
4)コミュニケーション方法の改善
業務遂行の円滑化渤 瀦 の孤独感 ・疎外感の解消のために も,電 子
メ 一ールの活用,社 内情報の電子化 ・共有化などによる本社 とテレワークセ
ンター勤務者 とのコ ミュニケーション方法の改善を図る必要がある
。
5)危機管理対策 としてのテ レワークの積極的導入
通勤問題対策だけでな く災害に対応 した業務機能維持の観点からも,企
業自らが積極的にテ レワークを導入 し,オ フィス機能の日常的な分散に努
める必要がある。
② 行政にとっての政策課題
通勤騰 者のためのテレワークを普及 ・促進するためには,蝶 側渤 労者
側の努力だけでなく噺 たな勤務形態を蹴 する法律 ・制度の整備,基盤の整
備などによる公的な支援体制の確立が不可欠である。
1)就業希望の通勤困難者のための公的なテレワークセンターの創設
テレワークセ ンターの創設を企業努力のみに依存するのでなく,通 勤困
難者を始めとした地域住民が気軽に利用できる公的なテ レワークセンター
を,学 校,図 書館,郵 便局,駅 ビルなどの既存の公共施設などを有効に活
用することで,居 住地近接に創設することが望まれる。
2)通勤経路のバ リァフ リー化
(216) 通勤 困難者 のためのテ レワークセ ンター83
テレワ_ク センターの利用を促進するためには,単 なる拠点施設の整備
のみならず,通 勤困難者の移動を前提にした生活道路 交通 ネットワーク
の整備を行わなければな らない。
3)通勤困難者の継続就業のための条件整備
通勤困難者のテレワークセンターの利用を促進するためには・通勤困難
者が継続的に就業できるように,育 児 ・介護などと就業を融 させるため
の施策の充実や高齢者 ・女性 ・身体障害者などの積極的雇用を行 う企業に
対す る支援措置の実施などの条件整備が求め られる。
4)社会的な価値観の変革
勤労者が勤務の1形 態 として積極的にテレワークを活用できるように,
積極的なPR活 動や管理者 ・勤労者に対す る啓蒙活動を行 っていかな くて
はならない。
5)企業などに対する優遇措置などによる支援
テ レワーク導入などに関するコス ト面 の問題 を解決す るために・テレ
ワ_ク を活用する企業などに対 して,初 期設備 ・運営費などに対する税制
面での優遇措置や融資などによる財政支援が求め られる。
6)社会環境基盤の整備
テレワークセ ンターの立地環境についてi情 報通信基盤の整備,交 通,
飲食施設などの都市機能の整備が求められる。
7)法律 ・制度の見直 し・規制緩和
勤労者が安心 してテレワークセ ンター勤務が行えるように,労働災害,
雇用契約上の問題に対 して,現 行の法律 ・制度の見直 しや規制緩和が必要
である。
③ 勤労者にとっての政策課題
テ レワークの利用については,企 業側に強制されることな く,各個人の事情
に応 じて勤労者の側か ら積極的に活用することが重要である。
1)通勤困難者の就業の場 としてのテ レワークセンターの積極的活用
高齢者,身 体障害者,女 性の通勤困難者が自ら新たな勤務の1形 態 とし
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て・地元の テ レワークセ ンターを積極的に活用す ることが重要であ る
。
2)自己管理能力 の向上
テ レワ　クの導入 にあた っては,自 己の裁量で時間管理,業 務遂行 など
を行 うことが多 く,各 勤労者 の自己管理能力を高 めて い くことが重要 であ
る。
3)個人 の ワークスタイルの確立
新たな勤務制度 を利用す るに当た り,自 己の価値観 にあ った豊 かな ライ
フスタイルの形成,本 社勤務時 と異な った自己の ワー クスタイルを確 立す
る必要 がある。
5。 結 語
本稿では,就業形態の多様化,社 会環境の変化を受けて,通 勤困難者の新た
な就業形態 としてのテ レワークのあ肪 について論 じた.戦 後の日本経済は若
くて質の高い労働力に支えられ,「世界の奇跡」といわれる発展を遂げた。しか
し・人口の高齢化や少子化現象は既に日本社会にさまざまな影響を与え始めて
いる。租税や社会保険料などの増加による総労働 コス トの増加は
,企 業の設備
投資や研究開発を遅 らせ・国騰 争力を低 下させる可會旨性が大 きい.ま たa若
年人口の減少により労働力人・は大きく減少するとみ られ,生 酬 三の低下や購
売力の哀退が現実的な問題になる可能性 もある。労働力の減少,そ れによる生
産性 と負担能力の低下を避 けるためにも,高 齢者,女 性,障 害者などの能力を
大いに活用する必要があり・その点力・らもテレワークの公共政策あるいはネ土会
政策的な観点での検討を更に進める必要がある。特に,急 激な高齢化の進展,
女性の就労意識の高まりなどの社会環境の変化を背景に,通勤困難者の就業に
関する早急な対応が求められているが,テ レ匹 クに対する公的な支援や情報
通信技術を活用 した雇用拡大策にっいて社会政策的な視点から本格的に検討す
ることが今後の課題 として重要である。
補論で も述べているように,ア メ リカでは,1980年代半ばか らテ レワーク
(テレコミューティング)が通勤時の交通混雑の緩和,大気汚染の防 止,都市計画,
通勤 困難者 のための テ レワー クセ ンター850214)
都市の成長管.r・・rどのために鞍 な政策手段と認められてC間 部門の努力だ
けでな く,カ リフォルニア州政府や連邦政府などの公螂 門においても撒 な
政策づ くりや導入実験が積鍾 ね られてきた・ クリントン政権では21世紀の
新たな社会資本整備計画 としての情報 スーパーハイウェ傭 想のもとで漣 邦
政府の職員を対象 とした襯 撚 テ レワークの本格酢」鱒 入事業が働 られよ
うとしている。
1997年2月末か ら3月初めにかけてのカ リフォルニア州 と首都 ワシントン
及び周辺地域 における調査で も漣 邦政府滑1政 府地 方政府などの公螂 門
がテ レワークの普及に政策面で直蘭 こ関与するとともに・公的資金搬 入 し
てつ くられたテレワークセ ンターで連邦政府轍 などが参力uしたテレワークが
本格的に行われているという実態をっかむことができた・テレワークの甑1こ
当たっては,韻 のパー トナーシップによる推進が行われているとともに訟
共部門の政策的な仁 シアティブが主導酢」な役割を果たしているのである・ア
メリカにおけるテレワーク甑 のための政策形成や公共部門の関与などか ら多
くのことを学ぶことができる。
特に,◇ 公共部門によるテレワーク関連政策の形成・◇テ レワー増 及のた
励 財欄 達 ◇公共部門によるテレワークの実施手順 ◇テ レワーク推進の
ための官民パー トナーシップ,◇ 公共経済的な観点力aらの公的関与の理論整
毘 ◇情報社会におけるパブリックアクセスのあり方・◇テレワークによる1行
民生活の質的改善などの点を参考にしなが ら,今後我梱 でも政策的な検言寸を
具体的に進あていく必要があるだろう。その点で,テ レワークやテレワークセ
ンタ_に関す る公共経済的な観点による理論的な位置付けの作業が必要になる
が,そ の作業にっいては今後の検討課題にしたい。
　
1)本 稿 は,1995年度労鮪 委託 調査 と して,(社)躰 サテ ライ トオ フ ィス協 会力喫
施 した 「コ ミュニ テ ィオ フ ィス擁 研究 委員会 」1こ委 賑 と して参加 し樋 勤騰 者
を対象 に したテ レワー ク甑 に財 る調醐 究 を行 ったが・ その際 の織 や鮪 資
料 な どを もとに ・A1した.本 稿 の嬬 テキ ス ト(オ ・)ジナ ル)は ・1997年9月2日か
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ら5日 まで・7ン ダの アム ステル ダムで開催 され た ・th
eSec。ndlnternati。nal
Wo「kshoP・nTelew・rk"(EU第13総局 ,Tilbung大学 な どの 主催)で 報告 した も
ので あ るむ
2)「齢:テ レワー 増 及 にお け る公的機 関 と蝶 の役 割」 は
,1997年2月26日力、
ら3月7日 まで(社)日 本 サ テ ライ トオ フ ィス搬 礁 の 「米 国
テ レワー ク視 二_,一::
創 に コーデ ィネー ター と して参加 した際 の ヒア リングや収 集 酬 を もとに糠 し
た もので あ る。
3)遠 距 髄 勤 縦 醐 騰 者 のなか に含 め る ことに は批 判的 蜆 方 もあ
る.た とえば
・アメ リカの樋 蘭 の軸 家 に よれ ば遠 距:;::勤都 遠 距 艦 長 時間 か け
て繭 す
るだ けの能力 を持 ってい るので諺 動 可能 性 の人 き働 瀦 と して踊 皐され
て いる・英語 の"M・bile"とし・う表現 か らはその よ う媛 け とめ方力咄
て くるこ とは
理解 で きるが・獄 の我が国 におけ る遠騨 通 勤 に伴 う撫 な問題 点(麟
ス トレ
子・舳 時間の少なさなど)鰭 えると通 勤騰 者に含めることが妥当である拷
κ る。
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補論 テレワーク普及における公的機関 と
企業の役割
1.は じ め に
最近,テ レワー クに関す る話題 がマ スコ ミに も しば しば登場 す るよ うにな
り,ま た,郵 政省 ・労働省 による ドテ レワー ク推進会議」 にみ られ るような公
共部門の取 り組 みなど,テ レワー クの普及推進 に向けた動 きが活発 になって き
ている。
筆者 は,(社)日 本 サテ ライ トオ フィス協会が,平 成8年 度 に実施 した 「米国
のテ レワー ク普及 にお ける公的機関 と企業 の役割」調 査に コーデ ィネー ター と
して参加 した。 その 目的 は,テ レワ 一ーク普 及 にy連 邦 政 府 や地 方 政府 な どの公
的機関やNGO,企 業 が どのよ うな役割 を担 い普及支援 を行 って きたかを調査
し,今 後 の 日本 におけるテ レワー クの普及推進のための方策 を探 る ことで あっ
た。
具体的には,カ リフォルニアの州都 サ クラメ ン ト周辺地域及 び首都 ワシン ト
ンを訪問 し,カ リフ ォルニア大学交通問題研究所(デ ービス校),カリフ ォルニア
州運輸局,連 邦総務庁,テ レコ ミューテ ィング諮問評議会(TAC)などの機関や
組織 での聞 き取 り調査 と,グ ラスバ レー ・テ レビジネスセ ンター(カ リフォルニ
ア州),連邦政府直轄の ウォル ドルフ ・テ レビジネスセ ンター(メ リーランド州)
やマナサ ス ・テ レコ ミューテ ィングセ ンター(バ ージニア州)に お けるテ レワー
クセ ンターの視察調査を行 った。以下の内容 はその調査 の概要 である。
2.カ リフ ォルニ ア大学交通問題研 究所(デ ー ビス校)
(1)視察概要
① 日 時 2.月27日午 前10時 一 午 後1時 半
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② 出席者 バ トリシア ・マクタ リア ン工学部助教授
デー ビッ ド・フ レ ミング州人 事局 テ レワー クプログラム担 当
② 調査概要1:聞 き取 り調査
① カ リフォルニア大学交通問題研究所(デ ービス校)
カ リフォルニア大学交通 問題研究所(lnstituteofTransp。r#.ati・nStudy)は,
主 に交通問題や交通政策 につ いて研究 して いる研究機関であ り,カ リフォルニ
ア大学 ヴァー ク レー校 やデー ビス校 の研究所 の活動 が非常 に活発 である
。 サ ン
フランシスコか ら約1時 間半の距離 にあ るカ リフォルニア大学 デー ビス校 の交
通問題研究所 はテ レワー クに関す る調査研究 を全米 で最 もリー ドしている研究
機関 として高 い評価 を受 けて いる。今回,聞 き取 り調査 を実施 したマ クタ リア
ン助教授 はテ レワークに関す る調査研究 の草分 け的 な存在であ り
,連 邦運輸省
や総務庁 のア ドバ イザーに も任命 されて いる女性研究者 である。尽食を間に挟
んで,約3時 間半の聞 き取 り調査を行 った。
② 居住地近接型 オフ ィス ・プロジェク ト
カ リフォルニア大学 デー ビス校 の交通問題研 究所 では,連 邦政府 高速道路局
(theFederalHighwayAdministration)及びカ リフォルニア州政府運輸局(the
CaliforniaDepartmentofTransportation)委託の テ レワークセ ンタ 一ーの実 験 的導
入 に関 す る調査 研 究 プ ロジェク ト(theResidentialArea-BasedOfficeProject:居
住地近接型オフィス ・プロジェクト)を行 って きた。今年1月,そ の導入実験 に関
す る中間報告書 をま とめた。 もっとも多 い ときには15ヶ 所 のテ レワー クセ ン
ターで実験を行 った。 カ リフォルニ ア州内 にはそれ ら以外 に も州政府 や地方政
府が関与 したテ レワークセ ンターのプ ロジェク トが数多 くある。
1月に発表 した中間報告書で は,テ レワークセ ンターの利用者 のデータを集
めて・交通 問題 へ の影響 につ いて分析 した。 テ レワークが交通 の面 で通勤 パ
ター ンに与 える影響評価 を行 った と同時に,仕 事 の仕方 に与え る影響 も評価 し
た。 これ らの調査 によ って重要かっ興味深 いデ ータが得 られたが,色 々な要因
について も評価 を行 うことがで きた。 この調査で,テ レワー クに嫌悪感を感 じ
ている人 がいることも明 らかにな った。
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収集 した様 々なデー タを もとに}交 通機関 に与 える影響,労 働者 の態度,管
理職の反応,テ レワークセ ンターの利用状況 などを検討 した。準備中の最終報
告書で は,運 営上の問題 につ いて分析を行 ってい る。 具体的 には・ セ ンターの
立地条件,運 営経費,施 設 の形態,設 凱費用,マ ーケテ ィング戦略 などを分析
している。最終報告書 もテ レワー クを推進す る上で重要な基礎資料 にな ると考
え られ るが,97年9月 頃 に完成予定で ある。
テ レワー クに対す る態度 とい う点 では,労 働者 も管理職 も好 意的な見方を し
てい る人が多 い。最終報告書 では,途 中で テ レワークを止めて しまった人たち
について も検討す る予定で ある。 中間報告 書で は,現 在 テ レワークを継続 して
いる人 だけを分析 してい るが,継 続 して いる人 は好 きだか ら続 け られたとい う
こともあ るので はないだ ろうか。途 中で止めて しまった人の理 由には・仕 事上
の理 由や管理職 側の要求 などがあ るが,管 理職 の ヒア リングに焦点を当て る予
定であ る。 テ レワークに関す る管理職 の意見をみ ると,上 級管理職 たちはテ レ
ワークを余 り好意的 に捉 えていないことが分か る。 それで テ レワークを企業 の
組織全体 で実施 す ることはなかなか困難 である。
一方で一度 はテ レワークを止めて しまって もまた再開す る人 もいるので・ そ
のよ うな人 にっいて分析す ることが検討課題 である。少 し注意す る必要があ る
ことは,テ レワークを行 ってい る人で も9ヵ 月程度で 止めて しま う人が半分 く
らいい ることである。 その理由につ いて も検討 す る必要 がある。 それが一時的
なのか恒久的なのかが まだ よく分か らない。 ギル ・ゴー ドンの報告によれば,
在宅勤務者 で も1年 か ら1年 半 くらいで止め る人が多い とい う傾向がある。
それ以外 に,デ ー ビス校 の交 通問 題研究所 で は,半 年 か1年 ごとに,テ レ
ワークセ ンターに関す る 「状況経過報告書」を発表 して きた。これ は,カ リフォ
ルニア州 にある個 々のテ レワー クセ ンターの現状 に関す る概況報告 である。 こ
れ は限定的な情報 であ るが,個 々のテ レワークセ ンターの運営状況が貝体的 に
分か るよ うにな って いる。 イ ンターネ ッ トのホームページで も個 々のテ レワー
クセ ンターの情報 を提供 している。 その中で短 い もので あるが,各 テ レワー ク
セ ンターの現状 について説 明 している。
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③ テ レワークに関す る評価
テ レワー クが交通 に与 え る影響 と して は プ ラスの ものが非常 に多 くあ る
。
人 々の移動距離 は減少 して いるが,移 動 その ものは減少 せず,逆 に増加傾向 に
ある ことが明 らかにな ってい る。大気汚染な どの要 因を考え ると,テ レワ_ク
によって改善 され たと言えるか どうか は問題 であ る。一般 的に言 うと,自 動車
の廃棄 ガス関連の化学物質 な どは減少 して きたので,大 気汚染が減少 している
ことは評価で きる。
テ レワークに関す るコス トも問題であ る。在宅勤務 とテ レワー クセ ンター勤
務 のテ レワークの コス トにはかな りの違 いがあ る。 テ レワークセ ンターが これ
まで使用料が ほとん ど無料 であ ったのは,か な りの補助金を受 けて いたか らで
あ る。 しか し・ テ レワー クが本稼働す るよ うにな って,市 場 と同 じように使用
料 な どを徴収 され るよ うにな ると,管 理職 はコス トがかかる ものであることを
理解 す る。 なぜな らば,現 状で は週 に1回 程度 テ レワークを実施 して いるとい
うことで あ り,残 りの4日 はオフィスで勤務 す るので オフ ィスの コス ト削減 に
結 びつ いていない。二重 にコス トがかか ってい るのであ る。
カ リフォルニ ア州 の場合,テ レワークを普及 させよ うとしている推進母体 は
州政府運輸局 であるが,交 通混雑の緩和 と大気汚染 の軽減 を実現す る主要 な方
策 と判断 している。在宅 テ レワークを中心 と した調査 が行われて,そ のよ うな
政策 目的の実現 に効果的であることが見っけ られたが,テ レワー クセ ンターに
っ いての調査はほとん ど行われていない。誰 で も自宅で テ レワークで きるわ け
ではないので,今 後,在 宅勤務 より もテ レワー クセ ンターでの勤務 の方が よ り
広 く受 け入れ られ るよ うになるか も しれない。 なお,ビ ジネスとい う観点 か ら
は・ テ レコ ミューテ ィングとい う用語 でな く,テ レワークとい う用語 が適切で
あ る。通勤 だけでな く,ビ ジネスが非常 に関係 して いるか らで ある。 テ レワー
クとい う呼 び方 は現象を率直 に表 わ して いるものであ る。
④ テ レワー クセ ンターの設備 ・備品
テ レワー クセ ンターで使用 してい るシステムは様々であ る。 テ レワー クセ ン
ターは最新のパ ソコンを提供す るのが一般的で ある。 ネ ッ トワー クにつ いて は
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イーサネ ッ トが導入 されてい ることが多 いが,ISDNが 導入 されている施設 は
ほ とん どな い。電気通信機 器 な どはほぼ無償 で企業 か ら寄付 され た もので あ
る。 あるテ レワークセ ンターで は試行期間中に は電話料金 なども無料 にな って
いるが,こ れにはアメ リカ企業 の社会貢献 とい う考え方が背景 にあ る。 コーポ
レー ト ・イメージを大事 に して いるか らであ る。 もちろん,機 器 などを提供 す
ることによって,そ の後の製 品使用の拡大 など も目論んでい ることは容易に想
像で きる。
ほとん どのテ レワーカーは一般的な オフィス労働者 であ るので・ セ ンターに
は高度 に洗練 された機器や技術 は導入 されていない。パ ソコ ンもワープ ロソフ
トや表計算 ソフ ト,通 信 モデムなどを標準 装備 して いるだけであ る。 テ レワー
カーが必要 とす るソフ トを イ ンス トールす ること も有 り得 る。 テ レワークセ ン
ターの運営 は柔軟で あって,テ レワーカ 一ーが必 要 とす る もの は導 入 で き るよう
に して いる。
テクニカル ・サポー ターが いる場合 もあ る。 テ レワークセ ンターのパ ソコ ン
は一般 的 に共有 だが,特 別 な場合 には使用 を限定 してい る場 合 もあ る。 テ レ
ワー クセ ンターを利用す るためには,管 理職 と当該 の労働者 の間での合意 が必
要 で ある。契約 は企 業 など とテ レワー クセ ンターの間で結 ば れ ることが多 い
が,在 宅勤務 のテ レワーカーがプ リンターなどの利用 のためにテ レワークセ ン
タ_を 利用す ること もあ る。 マーケテ ィングの 上で は,在 宅 テ レワーカーを利
用者 としてい く方が賢明な方策で ある。 しか し,連 邦政府 の助成 を受 けている
テ レワー クセ ンターの場合 は,非 常 に厳格 な運営 が求 め られて いる。
テ レワー クセ ンターにとって 立地場所 と外観 が重要 であるが,必 ず しも新 し
い建 物 であ る必要 はない。 カ リフォル ニア州 の テ レワー クセ ンターの利用率
は,平 均 して17%か ら25%く らいであ る。だか ら・利用率 は余 り高 い とは言 え
ない。 テ レワークセ ンターごとに利用率 は違 うが・ あるテ レワー クセ ンターに
とって,需 要 に見合 わない施設 を作 った ことが利用率 の低 い原因 とな ってい
る.経 営者や管理職 を確信 させ ることはなカ・なか困難 である・ テ レワーか 側
か らの施設改善な どの要望 はこれまで にほとん どなか った。
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⑤ テ レワークへの公的支援
ブッシュ大統領 の当時か らテ レワー ク(テ レコミューティング)を 支持す るよ
うな大統領の発 言が記者 会見で され るようにな ったが,ク リン トン政権 にな っ
てか らゴァ副大統領が情報 スー ぐ一 ・イウェイ構想 を推進 しているため1こ
,テ
レワークへ の支援 も直接的 にな って きた。 連邦政府 は,3万 人の連邦職員をテ
レワー クに参加 させ る ことを目標 に して政策 の展開を行 って いる。 現在 まで に
約6千 人が参加 してい るが・ ほとん どは在宅 テ レワー クであ る。現在,首 都 ワ
シン トンの周辺地域 に8ヶ 所 の連 邦政府 が設 立 した テ レワ・一クセ ンターが あ
り・ シカ ゴ・ ア トランタ・ シア トル,カ リフォルニア州 サ ンタクラ リータな ど
に8ヶ 所 の連邦 テ レワークセ ンターがあ る。
政府部門の支援 によるテ レワークの普及 が本当 に必要 なのかど うか検討すべ
き時期に来ている。民間部門でテ レワークを ビジネスと して始めているところ
があ る。 テ レワー クセ ンターをそれだけで存在す る もの と考え るのでな く
,ビ
ジネス支援 のサー ビスや業態な どと一緒 に考 えて い く必 要が ある
。
C3)調査概要n:報 告書 の概要
この項 で は,居 住地 近 接 型 オ フ ィ ス ・プ ロ ジェ ク トの中 間報 告書 で あ る
"ResidentialArea-basedOfficeProject:lnterimFindingsReportonthe
EvaluationofImpacts"に基 づいて,カ リフォルニア大学交通 問題研究所
(デー ビス校)が 実施 した テ レワ ー クセ ンターに関す る影響評価の調査結 果を整
理 しよ う。
① 居住地近接型 オフィス ・プロジェク ト
非公式 には近 隣地域 テ レセ ンター ・プロジェク トと して知 られ る居住地近接
型 オフィス ・プロジェク トは,カ リフォルニ ア大学 デー ビス校 の交通問題研究
所 の もとで実施 されている多年度事業である。連邦政府高速道路局 とカ リフォ
ルニ ア州政府運輸局 の委 託によ って実施 された この調査研究事業 は
,カ リフォ
ルニア州 における組織的 な労働 力配置及 び交通需要管理政策 と して テ レワーク
セ ンダーの効果を評価す るために計画 され た ものであ る。同事業 を推進 す るた
めに15ヶ 所の テ レワークセ ンターが設 立 されたが,そ れ以外 の既 存 テ レワー
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クセ ンター5ヶ 所 か らも評価のたあのデー タが収集 された。
② テ レワー クの評価
この報告書 は,テ レワークセ ンターの利用,労 働パ フォーマ ンスへの影響
仕事への満足度,交 通動態 などを評価す るたあの中間報告書 であ る。 テ レワー
クセ ンターに関す る これ まで の経験 は建設的 な もの と して受 け取 られてい る
が,引 き続 きチ ェックが必要 ない くっかの指標 もある。 テ レワークセ ンターで
の勤務 に対 す る従業員の反応 は好意的 な もので,生 産性 や仕事の満足度 に関す
る否定 的な影響 は生 じていないよ うであ る。 しか し,調 査対象 の労働者 の選定
方法 に問題が あるか もしれない.つ ま り,今 回 の調 査デー タはテ レワークを継
続 している労働者 だけか ら収集 された ものであ り・途中でテ レワークを止めて
しま った人 たちの声 は反映 されていない。 テ レワークセ ンターの利用者 たちに
は,通 常 のオ フィスでの勤務 とテ レワークセ ンターでの勤務 を ほぼ半々に しよ
うとす る傾向がみ られる。 とりわ け,31%の テ レワークセ ンター利用者 は1週
間 の うち一定 の期間 は在宅勤務 をす ることが好 ま しい と回答 して いる。
③ テ レワー クと移動距離
テ レワークセ ンターでの勤務が交通 に及 ぼす影響 は複雑 である。余 り望 ま し
くない影響 として,自 動車 に1人 で乗 る機会が増加す るとい うことがあ る。 テ
レワー クセ ンターへの通勤 のほとん どは,居 住地 にかな り近 い場所 にテ レワー
クセ ンターを設置す ることで,徒 歩や 自転車で通勤 で きるように試 み られてい
るに も関わ らず,自 動車を1人 で運転 す ることによって行われている。 しか し
なが ら,好 ま しい影響 と して,テ レワー ク1まテ レワークを行 わない 日の通勤
モー ドの選択 に逆 の影響 を与 えなか った とい うことがある。最 も重要 な点 は,
テ レワークを行 っている日には,移 動 の回数 には変化が ほとんどないが,1人
平均 の移動距離(PMT)が 約74%も 減少 していることである。
移動距離 の減少 とい うことに よって,2つ の ことを認識す ることが重要 であ
る。第1に,移 動距離 の減少 は,テ レワー クを しな い平 日とテ レワー クセ ン
ターでの勤 務 を行 う日の移動 の間 の比較 を あ らわ した ものであ る。 この よ う
に,移 動 の総合的な影響 とい うものは,テ レワークの頻度の作用 によるとみ ら
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れる。第2に,こ の調査対象 のテ レワーカーは,職 場か らかな り離 れたところ
に居住 して いるたあに・ テ レワークを しない日の平均 的な移動踵離が テ レワ_
クを しな いグル ープの移動距離 よ りも長 くなる傾向 にあ る(90.9マイル対47.9
マイル)。だか ら,将 来的 に もテ レワー クが主に遠 距離通勤者 によって導入 され
続 け るな らば,平 均の移動距離 の減少 は顕著 な ものだろ うが,そ の変化 は通勤
者 の一部 によ って達成 され るに過 ぎな いとい う点 に注意 す る必要 があ る。
⑤ テ レワークと組織的問題
組織 的な問題をみ ると,テ レワーカーの 七司た ちは一般的にテ レワー クの導
入 に理解があ り・93%がテ レワークに対 して肯定的 な態度,82%がテ レワ_ク
セ ンターにおける部下 の勤務 に 「かな りの満足感」 か 「非常 な満足感」 を示 し
ている(し か しながら,こ こに統計上の偏見が入り込む余地があることに留意する必要
がある)。上級管理職 の意見 とい うものは,テ レワーカーの直接 の上 司たちよ り
もよ り中 立的 な傾 向にある。
テ レワー クの認識 可能 な長所 は,顧 客 サー ビスや生産性 の向上 のよ うに,数
量化す ることが困難 な便益であ るために,テ レワークには長所 があ るというこ
とを貨幣的 な基準(オ フィス・スペースや駐車料金のように)で 説明す ることは困
難 であ る。 この ことによ って,テ レワー クセ ンターを利用 したテ レワークを純
粋 に経 済学 的 な基準 で正 当化 す ることは今後 も困難 であ るとみ られ る。 だか
り}ア レワークセ ンターにおける勤務 をその機関が積極 的に受 け入 れ るだろ う
と回答 した管理職 は39%に過 ぎな い。それ以外 は,コ ス ト削減,便 益 の数 量化
などがない限 り・組織的 な受容 は困難 であ ると考えている。
テ レワークカーの上 司たちは・彼 らの部下 にとって正規 の職場 が主要 な勤務
場所であ ると見続 けてお り,少 な くとも平均 して週 に3日 は正規 の職場 に来 る
べ きだ と考え てい る。 この よ うなパ ー トタイム的 なテ レワー クに対 す る期待
は,正 規の職場 にお けるテ レワーカーのオ フィススペースを他の 目的で利用 す
ることを制限す るために,テ レワー クセ ンター勤務 とい う形態 でのテ レワー ク
の導入 を抑制す る効果 を持 っか も しれない。
⑦ テ レワークセ ンターの稼働率
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居住地近接型 オ フィス ・プロジェク トに参加 した テ レワークセ ンターの稼働
率 は10～20%であったが,そ の禾ll用は拡大す る傾向 にある・プ・ジェク トに参
加 した10ヶ 所 の テ レワ 一ークセ ン タ ー の稼 働 期 間 は,1995年6月現在 で平均
9.1ヶ月で あ った。最 も短 い ものが2.5ヶ月,最 も長 い ものが20ヶ 月 であ っ
た。 テ レワー クセ ンターで少 な くとも週 に2回 勤務す る者の割合 は,プ ロジェ
ク ト参加の テ レワークセ ンターで平均25%,そ れ以外 のテ レワー クセ ンターで
17%であった。
⑨ テ レワーカーの減少率
テ レワー クセ ンター勤務者 の減少率 はかな り高い水準 にある ことは注 目すべ
きことであ る。テ レワーカ 一ーの約50%が テ レワー クセ ンター勤務 を始 めてか ら
9ヶ月以内 にテ レワークを止めて しまった。 比較 で きるよ うな統計 データが ほ
とん どな いが,こ の数字 は在宅勤務 のテ レワー クの場合 よ りも高い ようにみえ
る。
テ レワ 一ークセ ン ター勤 務 を 止あ て しま った24名 の元 テ レワーカーへの聞 き
取 り調査 によれば,従 業員 自身 のテ レワークに対す る不満 よ りも仕事環境の変
化(25%)や上司の希望(21%)などによって テ レワ 一ークを 止め ざ るを得 な か っ
た こ とが示唆 されてい る。 それに も関 わ らず,テ レワー クの頻度や期間 とい う
もの は,テ レワー クの レベルや影響 の予測 を検討す る上 で重要 な要因であ る。
⑨ その他
テ レワークが交通 やその他 の要因に与 える影響 は明 らか に肯定的な もので あ
るが,テ レワークセ ンター勤務者 の高 い減少率や組織 にとってのテ レワークセ
ンター勤務 を中心 と したテ レワークの費用対効果な どは今後 も検討 が必要 な問
題 であ る。
3.カ リフ ォルニア州運 輸局
(1)視察概要
① 日 時
② 出席者
2月27日 午 後2時 一3時 半
マ イ ケ ル ・J・ シー マ ン(-L級交 通 プ ランナ ー)
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(2)調査概 要
① は じあに
ジ ョ ン ・P・ ウ ル フ(交 通 需 要管理 課課長)
0201)
カ リフォルニア州運輸局 は,1980年代 半ばに在 宅勤務 を中心 に したテ レワー
ク実験 に着手 してか ら,既に10年 間以上,交通問題 や環境保全への対応策 と し
て テ レワー クに取 り組 んで きた。現在で は,テ レワークを通勤手段 の代替手段
として捉え るので はな く,経 済 の グローバ ル化や地域経済の活性化 とい う文脈
のなかで捉 えて・政策的 な対応を行 っている。 その意味で,聞 き取 り調査のな
かで,テ レコ ミューテ ィングでな く,テ レワークという概念 や用語を用 いるべ
きだ と強調 していた点 は重要 である。
② 州運輸局 とテ レワーク
外 部 に対す る ヒア リングで は,テ レワー クは言 うまで もな く,州 政府 の ス
マ 備ート'コ ミュニ テ ィ構 想 につ いて も説明を行 って いる。 カ リフォルニア州運
輸局 の中で も,テ レコ ミューティングとい う用語 を使 うべ きか,テ レワー クと
い用語 にすべ きか議論があ ったが,現 在で は,労 働 という観点 か らテ レワーク
とい う用語を用 いるべ きだ という認識 に立っている。
交通管理計画 について は・交通機関 だけでな く,移 動手段 につ いて も対象 と
して いる。情報通信技術 は,交 通管理計 画に3っ の点 で密接 な関係 を持 ってい
る(◇ 情報通信の利用によって交通機関の運営が向上,◇ 交通管理への情報通信技術の
応用,◇交通情報への応用)。最 も大 きな もの は移動性 自体へ の情報通信技術の応
用 とい うことである。 テ レワー クはその1っ の実例 と考えて いる。だか ら,テ
レワークを交通混雑 の緩 和 とい う観点 か らのみ捉 え る考 え方 には批判 的で あ
る。
テ レコ ミューテ ィングか らテ レワーク,ス マー ト・コ ミュニテ ィとい う概念
まで含 めて調査対象 に している。 テ レワークに関 して は,企 業の上層部へ の啓
蒙活動 のためのパ ンフ レッ トや実践 のためのマニュァルなどを作成 した り,テ
レワークに関す る委託調 査な どを実施 している。 テ レワークなどに関す る委託
調査 は1991年度 か ら実施 している。
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③ スマー ト・コ ミュニテ ィ構想
州運輸局 にとって最 も重要 なプロジェク トは・ ワー クスマー トとい う構想を
実現 す るプ ・ジェク トで ある.ワ ーク スマ ー ト ・プ ・ジェク トで は・南 捌
フ ォルニアの大企業や中小企業の グループを研究対象 に して,職 場 における勤
務 の傾 向や労働 力の動向な どにつ いて分析を行 って いる。最 も重要な発見 はど
こに行 くか とい うことでな く,ど の よ うな ビジネスで あ るか とい うことであ
る。 さ らに,も う1っ の重要 な発見 は,分 散型勤務(DistributedWork)に関す
る動向を把握 したことで ある。 さらに,経 営管理,企 業行動 職場 の施設,情
報 通信技術 な どを システム的 に分析 した結 果,伝 統的なアプローチが効果的で
な くな った ことを学ぶ ことがで きた.南 カ リフォノレニアで行 ったプ ロジェク ト
については,CDROMに よる報 告書 を作成 したが,ロ サ ンゼル ス郡地域 におけ
るテ レワー クについての分析結果で ある。
そのよ うな分析を通 じてiス マー ト・コ ミュニテ ィに関す る概念 を学 んで き
た。 この概念 は,世 界市場 における経済の活性化 を検討す る上 で重要 な概念 で
ある。交通 ビジ ョンとい う点 か らスマー ト ・コ ミュニテ ィ構想 を考えて み る
と,市 民 の 日常生活 に対 す るコン トロ 一ールが 向 上 し,地 域経 済 の競争 力 が拡大
す ることが分か る。州運輸局 で は,ス マー ト・コ ミュニテ ィ構想 に関す るガイ
ドブ ックを作成 したが,全 部で2冊 の ガイ ドブ ックで ある。2冊 目はもうま も
な く完成 す る予定 であ る。 スマー ト・コ ミュニテ ィは協調的な社会で,広 範 な
合意形成をす るよ うな社会 である。技術 よりも人間や制度が より重要であ ると
考えて いるが,中 心 になる指導者 も重要で ある。
経済的 に活 力のあるコ ミュニテ ィにな るためには・情報 スーパーハ イウェイ
が重要 な概 念にな る。 それを地域社会 として どのよ うに使 いこなすのか とい う
ことが重要で ある。 その場合,遠 隔教育(DistantLearning)とい う考え方 も大
事であ る。情報化社 会 にお ける地域 は,工 業化社会 とは違 った ものと して受 け
止めなければな らないだ ろ う。 シ ンガポ 一ールの事 例 とい う もの は,情 報 化社会
にお ける地域 を考え る 上での世界的なモデルで はないだろうか。 スマー ト ・コ
ミュニテ ィ構想 とい うものは,1980年代 のテ レポー ト構想 などに近 いものであ
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るが,ス マー ト・コ ミュニテ ィ構想 は場所 を対象 とする ものではない
。
④ テ レワークへの公的支援
連邦総務庁 で連邦職 員を対象に したテ レワー ク(テ レコミユーティング)を 実
験 的 に導入 しよ うと した ときに,ノ ウ・・ウ全てを教えて くれるように要請 して
きた・ テ レワークに対す る上層部 の理解 もなか なか得 られ なか ったが湘 織文
化 につ いてよ く考えて対応策を練 る必要 がある。実際,テ レワークを導 人す る
ことによ って・色 々な ところに波及効果が生 まれる。 イ ンターネ ッ トが社会全
体 に広が り普及す ることによ って,遠 隔教育や遠隔医療 な どが普及す ると予想
で きる・ その際に一 ミュニテ ィの ネ ッ トワー クカ噸 要 な役割 を果 たす ことに
な る。
パ ブ リック ・アクセ スの概念 も重要 である
。 グラスバ レーのテ レワークセ ン
ター はパ ブ リック ・アクセ スの機能 を重視 している.だ か ら誰 が行 って も料
金 を支払 えば利用す ることがで きる・ パ ブ1,ック ・アクセ スという点で も 州
政府 な どの公共部門 の関与 は重要 な意味を持 って いる。
労働力の品質向 上 も重要 な問題 である。 コンピュー タ ・リテ ラシ_が あるか
ど うか だ けの問題 で な く,情 報 や通信技術 にア クセスで きるか で きな いか に
よって生 まれ る格差や個人 の利益 の違 いに注意す る必要 があ る
。 アメ リカの よ
うな多民族国家・ 多人種社会では注意 していな いとす ぐに排除 され るグル_プ
が出て くるのであ る。 デー ビスの コ ミュニテ ィ ・ネ ッ トワークによる若年層の
イ ンターネ ッ ト利用 の拡大 は,雇 用の拡大 とい う点 で も留意す る必要があ る。
⑤ テ レワー クによ る災害対応
ノース リッジ地震後 のテ レワー クの効果 につ いて は不確実であ る
。1989年の
ロマ ・プ リエー タ地震 の場 合で もそ うだ ったが,高 速道路以外 の他 の基盤 は破
壊 されず に残 ったので・ テ レワークをす ぐに実施 す ることが 可能であ った.ワ
シン トンでは少 し雪 が降 っただけで も交通網が寸断 されて しま う
。重要な こと
は・公共政策 と してテ レワー クを推進す ることで はな く,ビ ジネスの 目的 でテ
レワークを推進す ることを奨励 する ことである。
政治的 には災害対応 のテ レワークは余 り意味 を持たない と考えている。災害
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直後には政府の投資や政策決定 に大きな影響を与えるかもしれないが,喉 元を
過ぎれば重要視されないのはどこの国の政治家でも同 じである。
4.グ ラ スバ レー ・テ レ ビ ジネ スセ ンタ ー
(1)視察概要
① 日 時2月28日 午後1時 半一3時
② 出席者 レス リー ・オル ソ ン(テ レビジネスセンター ・マネジャー)
② 調査概要
① グラスバ レー ・テ レビジネスセ ンターにつ いて
グラスバ レーは,シ ェラネバ ダ山脈近 くの森林地帯 にあ る小都市 であるが,
ヵ リフォルニア州 の州都 サ クラメ ン トか ら約1時 間の距離であ るため}こ・比較
的高額所得者 を集めたベ ッ ドタウンにな ってい る・1994年2月に開設 された グ
ラスバ レー.テ レビジネスセ ンターは官民 協力型 のテ レワークセ ンターで・州
運輸局 の居住地近接型 オフ ィス ・プロジェク トのなかの1つ としてつ くられた
が,カ リフォルニア北部 のテ レワー クセ ンター として は運営 が うま くい ってい
ると評価 されて いるものであ る。
② テ レビジネスセ ンターの概要
テ レビジネスセ ンターの設立 は,ネ バ ダ郡 ビジネス協会,地 域 の経済 開発 グ
ルー プが1992年に交通 問題管理協会 を組織 して,自 動車交 通 に関連 した混雑
緩和や大気汚染の除去 に取 り組んだ ことが きっかけ とな っている。 ビジネス協
会 は商工会議所 と違 って州議 会での ロビー活動 を行 う組織でfカ ープール,バ
ンプ_ル,テ レワークな どを奨励 して いる。3年 前 に州運輸局か らテ レワーク
調査 のプ。ジェク トで ある 「居住地近接型 オフィス ・プ ・ジェク ト」に参加す
ることを要請 された。その プロジェク トか ら10万 ドルの補助金 を得 て2年 間
のテ レビジネスセ ンターの実験 プログラムを開始 した。すでに実験段階 を終了
して,現 在 は3年 目に入 っている。
グラスバ レー ・テ レビジネスセ ンターでは,公 務員5名,出 版社勤務な ど民
間企業社 員9名 の合計14名 がテ レワー クを実施 してい る。そ れ以外 に コ ミュ
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ニテ ィ利用 やテ レビジネスセ ンターで テ レワー クを実施 した後 現在 は在宅勤
務 に移行 して いる人 たちによ る高精度 の レーザープ リンタ使用 などのスポ
ッ ト
的な利 用 もあ る・ それ らの人 たちカゴ在 宅勤 務へ移行 した理 由 は消 分 が テ
レ
ワークに向 いてい ることを発見 したカaらであると考え られ る
。
テ レビジネスセ ンターの利用 は・火曜 日と木曜 日に多 くて,金 曜 日には余 り
利用 されていない・金曜 日はほとん どの人が正規 の職場 に行 って仕事 を してし、
る。 このテ レビジネスセ ンターにはゼ ロックス社の テ レワーカー もいる。
業務効率 を改 善するたあに テ レワークを導入 しているのにはfサ クラメ ン ト
にあ るUCデ ー ビス校 の付属病院 の医療請求事務 を行 って いる女性 が当て はま
る・医繍 求 事務 は計算備 求書作 りな どで集 中度が要求 され る仕事であ る
。
週 に2日 ・ このテ レビジネスセ ンターで勤務 しているが,セ ンターで仕事をす
ることは生産性を向上 させて いる。 また,オ フィススペースの削減 も可能 であ
る。
③ テ レビジネスセ ンターの設備
テ レビジネスセ ンター内 のパ ソコンはLANに よってネ ッ トワークにされて
い る・ それぞれのPCに もプ リンタカ腰 続 されてい るが
,レ ーザ ープ リンタは
共同利用 されてい る。 パ ソコ ンのOSと して はウィン ドウズ ・フォ_.ワ_ク
スを使用 して い る・ ウ ィン ドウズ95に バ ージ ョンァ ップ しないの はPCの 巾
には一紛 なメモ リーがな いものがあ るか らであ る.カ ラー ドキュメ ン ト1こ対す
る要 望 は これ までの ところはな い.テ レビジネ スセ ンターにはカ ラ_の レ_
ザープ リンタはないが,他 のオ フィスにあるので必要 であれば持 って くること
がで きる・ それ とここで主 たる仕 事を しているわ けではないので泌 要 とあれ
ば本 来のオフ ィスでカ ラープ リンタを使 うことがで きる。
テ レ ビジネ スセ ンターで使用 されて い るパ ソコ ンのCPUは486で あ る
。
CDROMの っいたパ ソコ ンもある・テ レビジネスセ ンターの利用者が必要 とす
るソフ トは,基 本的な ワープ ロや表計算の ソフ トであ り,CADやCAMの よ う
な高度 な ソフ トの利用 は これ まで の ところない。 ファ ックスモデムの速度 は
288であ る。 研究開発企業USロ ボテ ィックスと交渉 して,新 しい ファックス
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モデムをセ ンターに導入 したいと考 えている。
ネ ッ トワークにはT1を 使 用 してL・る。 専用線で イ ンターネ ッ ト'プ ロバ イ
ダーに雛 されてい る.テ レビジネスセ ンターで はイ ンターネッ トの利用が容
易 にで きるようにな っている。 ほとん どの コンピー タにはフ ァックスモデム
が標準 装 備 され て い るが,フ ァックス モデ ムで送信 で きな い もの は通常 の
ファックスを利用 してい る。
④ テ レワー クセ ンターの採算性
グラスバ レー ・テ レビジネスセ ンターでは,地 域 に対す る支援 サー ビスも始
めて い る.テ レビジネ スセ ンターを運営 して 、・くたあ に・地域 の ビジネス グ
ループに開放 して地域社会か らも補助金 を獲得で きるよ うに している。 なぜ な
らば,テ レビジネスセ ンター臼体 は1直接利益 を生 み出す もので はないので・ テ
レビジネスセ ンターの機材を貸 し出す とか会議な どにテレ ビジネスセ ンターを
利用 して もらうことなどによ って地域1ご貢献す るように して舗 助金 を獲得 し
て い る。現 在で も運営 経費 の約60%は 補助金 な どの公的 な財 源や官民 パ ー ト
ナ_シ ップによ って賄われている。独1r_1採算で運営で きるようにな るにはまだ
数年かか る見込 みであ る。
独立採算 を糊 す るには,テ レワーカーを増加 させ ることや ビジネス霰 に
対応で きる体制 を作 ることが大事で あり,牒 に対す るPR活 動 などを行 って
いる。一 方,中 間管理職 に理解 して もらうのが普及 の鍵 である。今年 にな って
テ レワー クに対す る理解が深 ま ってい る。商工会議所,ロ ー タリー クラブ,そ
の他 の ビジネス団体 に対す る教育 や研修活動 はボランテ ィアで行 っている。経
営者 に は4カ 月か ら6ヵ 月の試 行期間 を行 うことを勧 あて い る。 その ことに
よって,経 営者たちにテ レワークが効果的な もので あることを確信 させ ること
がで きる0
テ レワー クの試行期間を終えて,そ の後長 く続 けさせ ることは困難が伴 う作
業であ る。最 も困難 な ことは経営者 にテ レワー クへの参加の意志 を持 たせ るこ
とで ある。 しか し,一 度 テ レワー クを導入す ると,経 営者 はテ レワークが生産
性の向上 に寄与す ることに気づ きやすい。
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⑤ テ レビジネスセ ンターの問題点
現在,ビ ジネスが拡大 して いる企業 は地方政府 か らテ レワー ク ・プログラム
を実施す ること腰 請 されている・ このこと繭 カ リフォルニアの大気保蜷
理区がテ レワー ク礒 務づ けていた ことに似て いるが,今 日ではそのよ うな方
策 は祠 能 になって しまった・ これ1ま連邦政府がそのよ うな行政判断を示 した
か らである。
連邦政府 はテ レワー クを政策的に支援す る立場を取 っているが,ロ ックウェ
ルイ ンターナシ ョナル社 のよ うに,連 邦政府 の契約事業 を行 って いる企業 の社
員が在宅勤務な どで,!を す るのを禁⊥ヒしている.契 約 では社員が蝶 鍛 の
中で仕 嚢 す る こと礒 務 付 けてし・る.デ ー タセ キ ュ リテ ィとの離 で テ レ
ワー クには矛盾が生 じて しま うことが ある。
5・ ウ ォル ドル フ ・テ レ ビ ジネ スセ ンタ 一ー
(1)視 察 概 要
① 日 時3月3日 午 後2時 一3時 半
② 出席 者 工 一 リッ ク ・ブ ル ム(プ ログ ラム ・デ ィ レク タ_)
② 調 査 概 要
① ウ ォル ドル フ ・テ レ ビジ ネ ス セ ン タ ー に つ い て
ウ ォ ル ドル フ ●テ レ ビ ジ ネ ス セ ン タ ー は,メ リー ラ ン ド州 南 部 に あ る チ 抑
ル ズ郡 の ウ ォ ル ドル フ ・シ ョ ッ ピ ン グ セ ン タ ー の な か に つ く られ 燵 邦 政 府
の
テ レ ワ ー ク セ ン ター で あ る。 ウ ォル ドル フか ら ワ シ ン トン中 心 部 ま で 自動 車 で
約1時 間 半近 くか か る た め に,ラ ッ シ ュ ア ワ ー の 慢 性 的 な 交 通 渋 滞 へ の 対 策 が
求 め られ て い た 。 現 在 ・ メ リー ラ ン ド州 南 部 に は ウ ォ ル ドル フ を 含 め て3
っ の
テ レ ワ ー ク セ ン タ ー が あ る。
② テ レ ビ ジ ネ ス セ ン タ ー の 概 要
ウ ォ ル ドル フ'テ レ ビ ジ ネ ス セ ンm(テ レワー クセ ンター)が 立 地 して い る
メ リ ー ラ ン ド州 チ ャ ー ル ズ 郡 は ワ シ ン ト ンか ら約56km離 れ た地 域 に あ る
。
ウ ォ ル ドル フ以 外 に も,約85km離 れ た プ リ ン ス フ ェ デ リ ッ ク,セ ン トメ リー
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ズとい う地域 に もテ レワー クセ ンターが ある。 プ リンスフェデ リックとセ ン ト
メ リー ズのテ レワークセ ンターは約1ヶ 月前 にオープ ンしたばか りであ る。現
在,3つ のテ レワークセ ンターには合計で66名 が勤務す ることがで きるだ けの
ブース(ワ ークステーション)が あ り,全 体で カバーで きるテ レワーカーは200
名 とな っている.ほ とん どのテ レワーか は週1日 か ら3日 程度 の搬 で利用
してい る。
首都 ワシン トンには3っ の大 きな特徴力Sある・第1は ・ ワシン トンで働 いて
い る人 の平均通勤時間 は全米 で最 も長 い とい うことであ る。 ロサ ンゼルスよ り
帳 い通勤時間 とな っている原因 は,ニ ュー ヨークや ・サ ンゼルスのよ うな大
都 市 と違 って,ワ シ ン トンで働 いて し・る人 々の うちダウンタウ ンに居住 して し'
る人 は極 めて少 な く,郊 外か ら通勤 して来 る人がほとん どだか らで ある。 第2
に,ワ シン トンのオフィス賃貸料 は全米 で最 も高 い ことで ある。第3に,ワ シ
ン トンの外周地域 はべ ・ソドタウ ン化 してい ることである。 た とえば,メ リー ラ
ン ド州 チ ャールス郡 では居住者 の60%以上 はワシ ン トンに通勤 している・これ
らの要因 によって,ワ シ ン ト坤 心部 のオフ ィスに醐 す るよ り徽 住近接 の
オフ ィスでの勤務 や在宅勤務 をす る ことは意味のある選択 と考 え られている。
このよ うなテ レワークセ ンターをっ くった背景 には,将 来的 に3つ の タイプ
の働 き方が 可能 にな るということが前提 にな っている。 これ まで と同様 にワシ
ン トン中心 部 の オフ ィスでの勤務 テ レワー クセ ンターで の勤務 在宅 テ レ
ワー クとい う3つ の働 き方を前提 に している。 テ レワークセ ンターでの勤務 を
通 じて,正 規のオフ ィスを離 れて仕事をす るのが どうい うことか とい うことを
学 びつっあ る.ウ ォル ドルフにおけるテ レワークによって気がっ いた ことの1
っ はテ レワーカーと管理職 の間の際立 った違 いであ る。 テ レワークセ ンターを
使用す ることが うま く行 暢 合 というのは,管 理職 とテ レワーか の間で詩
間でな く目標 の達成 によ って仕事が評価 されて いる場 合である。
3っのテ レワークセ ンターには管理担 当の女性 マネー ジャーが1人 いるが,
受付 な どは置いていない.テ ク功 ノレサ ポー トのために敬 性 が1人 いて洛
テ レワー クセ ンターを巡回 して いる。 テ レワー クセ ンターで仕事を している人
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たちは連邦 の各省庁 の中で もあ る程度上{立の囎 礪 す る人が多 く
,仕 事 の内
容 につ いて も耀 擬 持 っているので,上 司が いない と仕 事がで きな㌧、わけで
はない。
テ レワーカーの構成 は,女 性 が66%,35歳 か ら44歳の年齢層 が46%,ス
タッフが80%・管職 が15%と な って し、る.収 入 も高所得 の者が多い.使 用料
はブ}ス ごとに月1・・ ドルで所属 の官庁 破 払 っているが,「陽 価格 の3分 の
1であ る。
現在・ テ レワークセ ンターで仕事 を しているのは領 髄 邦獺 であるが
,
97年秋 か ら連 邦政 府以 外 の地方 政府 の獺 や賄 企業 のネ損 な ど
に もテ レ
ワー クセ ンターを開放す る予定 である。
③ テ レビジネスセ ンター設1rの背景
セ ンター設立 の背景 には,5年 前に地元選 出の連 邦下院議員が メ リー ラン ド
州 一a'地域か らワシン トンへの通勤者力鰭 に増大 した ことを職 した ことが
あ る・ この地域か らワシン トンには2っ の主要道路 しかないために
,交 麗 雑
がひ ど く樋 勤時間が年 ごとに伸 びて きた.チ ャールズ郡 の コ ミュニテ ィ.カ
レッジの学長 と議員が対策 を乱 合 ってaテ レワークセ ンタ堕 実験的 に導入
すべ きであ ると判断 した。
しか し・ カ リフォルニア州 やその他 の州でのテ レワー クの導入実駒 こは余 り
うま く行かなか った ものが多 い・ テ レワー クセ ンターが開設 されて もす ぐに閉
鎖 されて しま った もの も多 くある.そ の理由に1ま,長期的 媚 標 を持 っていな
いこと・ きちんと した市場調査 を行 っていないこと
,伝 統的 な1}事の仕方 とテ
レワ 鼎ークの間 の違 いが良 く理 解 され て いない こと
,な どがあ った。 メ リ_ラ ン
ド州南部地域 にテ レワークを導入す るに当た って,こ れ らの騰 を いか1こ解決
す るのか とい うことを考 え るのが重要 な課題 にな った。
地 元灘 の下臓 員が5・・万 ドル(約6億 円)の テ レワークセ ンタ噂 入櫛
を灘 し・ この予算が3つ のテ レワークセ ンターな どの謝 のための財源 と し
て使われ ることにな った・ この予算 は地方政府 への補助金 ではな く漣 糠 業
と してのテ レワーク ・プ・ジェク トを実施 す るための予算 であ るが
,地 方政府
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の側 か らすれば補助金 と同様 の ものである。 自分 たちの考えが実際に政策 と し
て効果 があるのかど うかを証 明す ることが必要 にな った。
これ らのテ レワー クセ ンターの計画が順調 に進み始 めると,他 の地域か ら反
発が出て きた。 その結果,当 初500万 ドルであ った予算 は600万ドル,さ らに
1000万ドルへ と増額 され,3つ のテ レワー クセ ンタ 一ー以外 の場 所 に もテ レワー
クセ ン タ_が つ くられ ることにな った。 テ レワー ク推進 のための予算 は事業終
了 までの財源であ るが,ウ ォル ドルフな どの3っ のテ レワー クセ ンターで は98
年6月 末 までに独立採算体制 に移行す ることを求 あ られて いる。 これ らの3つ
ノ 　ゐ
のテ レワ_ク セ ンターの運営 はチ ャール ズ郡 コ ミュニテ ィカ レッジによ って何
われて いる。 コ ミュニテ ィカ レッジが運営 に関 与す るよ うにな った理 由は,職
場 と学習の場 が接近す るようにな って きたか らであ る・
④ テ レビジネスセ ンターの設備
ウォル ドル フのテ レワークセ ンターでは,テ レワーカー全員がペ ンテ ィアム
装備のパ ソコンを使 用す ることがで きるようにな ってお り,高 速専用回線 も装
備 されて いるので,ワ シ ン トンの官公庁 との電言舌連絡やデー タベースの利用な
どには全 く障害 がない。LANを 使 うことによって,ワ シ ン トンのオ フィスで
仕事 をす る場合 と同 じように様 々な ソフ トやデー タベ ースにアクセスす ること
がで きる。 このテ レワークセ ンターは様 々な職 種の連邦職員が使用す るので,
必要 とす るソフ トも多様で ある。 だか ら,ペ ンテ ィアム装備のパ ソコ ンが標準
と して必要 である。
司法省勤務 の人たちの ブースはデー タ保護が非常 に厳格 にな ってお り,フ ァ
イルキ ャビネ ッ トな ども電子 ロ ックを取 り入れている。 ファックスや プ リンタ
も他 の省庁職 員 とは共有 しないで丁独 自の機 器 を使 用 してい る。パ ソコ ンの
ハ_ド デ ィスクは取 り外 し可能 とな ってい るので,デ ー タ保護へ の対応 にかな
りの神経 を使 ってい る。
テ レワークセ ンターで使 っている設備 や備品 は購入 した ものであ る。 ウォル
ドル フのテ レワークセ ンターで はこれまでの14ブ ースか ら13ブースを増設 し
たので,合 計 で27ブ ースにな った。ブー ス間 のパ ーテ ィションの高 さは約180
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⑤ テ レワーカーの評価
テ レワー クセ ンターを利 用 して い るテ レワーカ ーは,自 由時 間 の増加,カ
ジュァルな服装 で の勤務 が 可能 にな った ことな どによ って,テ レワー クセ ン
タ"隔で仕事 をす ることを非常 に好意 的に受 け止めている。 ある女性 のテ レワ_
カーは通勤 のために朝5時 半に家 を出て,ヴ ァー ジニア州北部 の職場 に通勤 せ
ざるを得 なか ったが・ テ レワー クセ ンターで仕事 をす るようになって朝6時 半
に起床 して も ト分 に間 に合 うよ うにな った。 その他 に,仕 事への集中,プ ライ
バ シーの順守・騒 音の少 なさな ども好評な理 由であ る。
◇農務省 の女性職員
毎週2日 間 テ レワー クセ ンターで勤務 して いる。農務省 のオフ ィスよ り
も人間工学的 に良 い設備が そろ ってい る。最 も良 いことはワシ ン トンへ通
勤 しな くて も良 いことである。最悪の ことは友人が近 くにいないことで あ
る。 ファイルキ ャ ビネ ッ トが あるの も良 い。
◇議会予算局 の女性職員。
自宅か らテ レワー クセ ンターまで10分 の距離 であ るが,ワ シン トンへ
の通勤 には片道約1時 間少 々かか るので,自 由時間 が増えて嬉 しい。
◇農務省の女性職員
農務省広報誌 の ライ ターで,週 に5日 間 テ レワークセ ンターで勤務 して
い る。 ワシ ン トンで仕事 をす るよりもセ ンターで仕事をす る方が効率的で
ある。 しか も,週 末や夜 間 も仕事がで きる。 ワシン トンへの通勤 には約64
kmを 運 転 しな ければな らないが,テ レワー クセ ンターは24時 間 オ_プ
ンであ るので仕 事 に柔軟 な対応 が で きる。小学校1年 生 の子 供 が いるの
でsテ レワー クセ ンターで仕 事 をす るのは子供 の ために も良 い ことで あ
る。
⑥ テ レワー クの社会的便益
テ レワー クの導入が成功 するな らば,地 域 や様 々な分野 に便益 を もた らす こ
とが考 え られ る。道路 の収容能力 が限界 に達 したか らとい って,さ らに道路 を
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建設す るとい う対応 は経済社会 的に問題 であ る。通勤混雑を軽減す ることがで
きれば,大 気汚染の除去 とい う点で も便益があ る し,勤 労者 の生活 の質 の向上
に もっながる。 テ レワークを実践す ることによ って,自 動車 で長時間の通勤 を
す る必要 がな くな り,少 な くと も2時 間程 度 の時 間節約 にな るので,住 民 に
とって切実な課題で ある生涯教育,ス ポー ッ,ボ ランテ ィアへ の参加,家 族 と
の団 らんな どに対応す ることがで きる。
その他 の便益 として は,地域経済 の成長 に結 びっ くとい うことがある。現在,
ウォル ドル フに居住 して ワシ ントン巾心部 で勤務 してい る人 は,銀 行 の取引,
ノ　
ク リーニ ング,昼 食,駐 車場 の利用,医 者の受診 などをワシ ントンでrrってい
るが,テ レワークをす ることによって,そ のほとん どを地 元で行え るので,地
域 の経済開発 に役立 っ とい うことであ る。
郊外地域 は,当 然 ワシン トンよ りもオフ ィス賃料が安価で,約30%程 度の賃
料 が相場 である。 だか ら,ウ ォル ドル フの ような郊外地域で テ レワークをす る
のはコス ト削減 に も効果が ある。 テ レワー クセ ンター とバ ックオフィスは本質
的に違 うもので ある。バ ックオフ ィスはテ レワークセ ンターを展開す る上での
モデルに はな らない。 バ ックオ フ ィスで勤務 す る人 は必 ず しも高度 な技能 を
持 った熟練労働者で ある必要 はないが,テ レワークセ ンターで勤務 す る人 は高
度な知識 労働者 であ る とともに質 の高 い労 働力 であ るとい う特徴 を持 って い
る。
もう1つ の便益 は,他 人か ら仕事 の邪魔 を されることな く集中す ることがで
きるので,テ レワークセ ンターでの勤務 には著 しい生産性 の向上 があることで
あ る。 これは管理職 に も労働者 にとって も便益であ る。現在 の状況 は1つ の転
換期 であると考 えて いる。労働者 も管理職 もテ レワークについて学 んでい る段
階で ある。 その中で,テ レワークセ ンターが在宅勤務を支援す るものにな って
い くと予想 している。具体 的な事例 として,在 宅勤務 のテ レワーカーが ワシン
トンへ長距離電話をか けて ネ ッ トワークを利用 す るのでな く,テ レワークセ ン
ターをアクセ スポイ ン トと して使 うことによ って ネ ッ トワー ク接続 を安 い電話
料金 で実現で きることがある。
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公共部門がテ レワークセ ンターを支援す るのは適切 であるのか どうか という
翻 があ る・ これ らのテ レワークセ ンター1こよって最 も臆 を受 けるのは地域
社会 である・過去・現在 テ レワークを行 ってい る人々1ま地元 に寝 るために帰 っ
て くるだ けで,平 日は地 元で買 い物 もで きず,子 供 のために学校 に行 くことも
で きなか った。 また・職業訓練 のために時間を割 くこと もで きなか った。通勤
時間 の削減 によ って,交 通 混雑 や大気 汚染 を軽減 す ることがで きるだ けでな
く,if眠生活の回復や地域 の経済発展 も可能 にな ったので,地 域社会 に積極 的
に貢献 して いるのであ る。経済学で い うところの トレー ドオフの解 消が 可能 に
な ったのである。
公共部門が テ レワークセ ンターを支援 す ることで何 が良 いのか といえば
,在
宅 テ レワーカーを増大 させ ることがで きる し,道 路 の交通量 を コン トロールす
ることに もっ ながる。交通問題 の専門家 は,道 路混雑 は今後 ますます ひど くな
ると予測 しているが,道 路建設 を無制限 に続 けることはで きない。
このよ うな テ レワークセ ンターがつ くられ る ことによ って,在 宅 テ レワ_
カー も増大 して地域社会 その ものが潤 うとい うことが重要 な点 である
。技術が
問題で はな く,人 間 こそが問題であ る。
⑦ テ レワークと財源調達
ア メ リカに は,住 宅の新規購入者 によって支払われ る影響料金(ImpactFee)
制度 とい うものがあ る。 これまで影響料金 は学校や道路 などの建設 に使 われて
きた。法律 的に問題 がないのであれば,そ の財源の一部 をテ レワークセ ンター
の建設や運営への補助 に使 うことができないか どうかの検討を始 めている
。 こ
のよ うなアイデアを政策 に反映 す ることを要請す るつ もりであ る
。
財源に関す る もう1っ の アイデアは,新 しいコ ミュニテ ィに公園,学 校,道
路 な どの基盤 と同 じように,テ レワー クセ ンターの場所 を提供 して もらうこと
であ る。 また,学 校 や他の公共施設の遊休部分 をテ レワークセ ンターに転用す
るとい う考え方 で,ハ ーガ スタウ ンのテ レワー クセ ンターはその典型で ある
。
ウォル ドル フのテ レワー クセ ンターは遊休化 した施設 を使 わず,シ ョッピング
セ ンターの中心 にあ るので,自 動車 を駐 車 してか ら,仕 事以外 に も食事や買 い
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物,ク リーニ ング,薬 局 での薬の購入,ス ポーッセ ンターで運動 す ることなど
が可能 である。
米国 の州間高速道路網 の整備計画 はほとん ど完了 したので,公 共投 資財源を
他 の革新的かっ創造的な 目的(大 気汚染の除去・交通混雑の緩和など)の ために転
換す ることが検討 されて いる。現在,地 元選 出の下院議 員 と一緒 に高速道路 の
整備財源を革新的かっ創造的な プロジェク トに振 り向 けるような法案を準備中
で ある。
⑧ その他 の問題
労働者を仕事 のある場所 に移動 させ ることが困難 にな って きてい るので,仕
事 自体を移動 させ ることが大 きな政策課題 であ る。 これまで連邦職員 だけを対
象 と して きたが,法 律 が成立 すれば97年10月 か ら民間企業の社員や地方公務
員 などもテ レワークセ ンターを利用す ることがで きるよ うになる。 しか し・ テ
レワークの優先権 は,基 本 的に連邦職員 にあ る。
5.マ ナ サ ス ・テ レ コ ミ ュ ー テ ィ ン グ セ ン タ ー・
(D視察概要
① 日 時
② 出席者
3月4日 午 前10時 一12時
ウ ェ ン デ ル ・ジ ョイ ス(連 邦総 務庁)
ゲ イ ル ・マ ー チ ン(テ レコ ミュー テ ィ ング諮問委 員会事務 局長)
ダ リル ・ ドッバ ー フ ォ ー ル(ロ ッキ ー ド ・マ ーチ ン連 邦 シス テム
社)
② 調査概要
① マナサ ス ・テ レコ ミューテ ィングセ ンター
◇ テ レコ ミューテ ィングセ ンターの概要
マナサ ス ・テ レコ ミューテ ィングセ ンターは連邦総務庁 とマナサ ス市の共同
事業であ り,ロ ッキー ド ・マーチ ン社の研究開発 セ ンターの1階 部分 の一角 を
テ レワークセ ンター として使用 している。 この施設 は元 々はIBM社 が所有 し
ていた もので,国 防関係 の研究開発が行 われてい るのでセキュ リテ ィは厳重で
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あるが,テ レワークセ ンター は週7日 ,24時間出入 りが 自由であ る。研究開発
セ ンター内の 自動販売機 やカ フェテ リアなどの付 属施設 を利用す ること も可能
であ る。
マナサスの施設 に は55名の テ レワーカーが登録 してお り,そ の所属 は18の
政府機関 に分 かれている。今 のところ連邦職員だ け しか利用で きないが,民 間
企業 の社員な どが利用す るための許可 は取 ってあ る。 しか しなが ら,民 間部 門
に開放 す る前 に解決 しなければいけない問題 もあ る。 男 女の割合 は4対6で,
女性 の方が多 い とい う傾向が ある。 テ レワーカーの年齢層 と しては30歳 台か
ら50歳台 までが主である。
施設 の使用料金 の徴収 にっ いては,現 在,政 府機 関 の間 の勘定 付 け替 えで
行 ってい る。現在 の使用料金 は名 目的 な もので市場相場の料金で はない。民間
に開放 した場合,市 場相場で料金 を決定 する ことになる。その場合,1ブ ースご
とに450ドルか ら600ドルの間 の使用料金 を考 えている。 この料金 は長距離電
話を除 く全部 の経費 を含 んだ ものである。民間 に対 す るマーケテ ィングはまだ
行 っていな い。年間13万 ドルの補助金 を オ フィス賃料 と して受 け取 って いる
が,将 来的 には独立採算 に移行 しなければな らない。連邦補助金 はパ イロ ッ ト
マネー と考え られ るものであ る。
◇ テ レコ ミューテ ィングセ ンターの設備
テ レワー クセ ンターの総面積 は5000平方 フ ィ 一ートで あ る。 レー ザ ー プ リン
タ2台,カ ラープ リンタ,フ ァックスも設置 されて いる。 ペ ンテ ィアム,28.8
bpmのモ デムを装備 したパ ソコンを配 置 している。 現在,32の ブースが ある
が,さ らに8っ くらいの ブースを増設す ることを検討 している。 さらに,民 間
に開放 して需要 が あれ ば,隣 接 した2000平方 フィ 一ートに増 床 す る こ と も検 討
して い る。LANが 構築 されて いるので,ワ シン トンとの コ ミュニケー シ ョン
には全 く問題が ない。一方,フ ェイス ・ツウ ・フェイスの コ ミュニケ_シ ョン
が必要 な場合 には,テ レビ会議 システムを利用す るが,そ のコス トは急激 に低
下 しているので・ よ り使 いやす くな って きた。 回線 としては128kのものを使
用 して いる。 テ レビ会議を行 いなが ら,両 側で同 じ文書 や表計算の結果 を見 る
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ことがで きるよ うにな って いる。パ ピーとい う愛称 の移動式 のフ ァイルキ ャビ
ネッ トが各 テ レワーカーに準備 されて いる。
今回,訪 問 した時には4人 のテ レワーカーが勤務中であ った。 同セ ンターの
勤務 スペースには,個 室(3室),開 放型 ブース,個 人 ブース(パ ーソナルハー
バー)と い う3っ の タイプがあ り,テ レビ会議 システムを備 えてい る部屋 もあ
る。予約 システムが導入 されてい るので,迅 速 かっ的確 にスペースを確保 す る
ことがで きる。予約 システムは予約がで きるだけでな く,使 用状況 の レポー ト
を自動 的に作成す る機能 も持 っている。 予約 システムは電話 システムとネ ッ ト
ワークされてい るので,個 々の テ レワーカーは自分 の電話番 号を使 うことがで
きる し,ボ イスメールな ども受 け取 ることがで きるよ うにな って いる。
② 連邦総務庁
◇総務庁 のテ レワーク事業
連邦総務庁 の テ レワーク事 業 は,在 宅勤務 とテ レワークセ ンターの2っ に
よって構成 されている。3年 計画 で連 邦のテ レワーカーを6万 人 にまで増加 さ
せ る予定で ある。 そ の際,在 宅勤務 とテ レワー クの割合 は10対1と なるだろ
う。連邦 テ レワーク事業 の主た る目的 は,ワ シン トンの連邦政府機関 のオフ ィ
ススペース(本 省)の 削減 である。
昨年実施 した調査で は,全 米 で9千 人か ら1万 人の連邦職員が テ レワークに
参加 していることにな っている。 しか し,実 際 にはもっと数 が多 いことも明 ら
かにな っているが,各 機関 はそれを余 り認 めない傾 向にある。 ワシ ン トンの周
辺地域 では連邦政府職 員約3000人が テ レワ 一ークに参 加 して い る。 省 庁 別 に み
る と,総 務庁,労 働省,国 防省,運 輸 省,厚 生省の職員が多い。司法省 はテ レ
ワークへ参加 す る前 に リスク ・アナ リシスを行 った上で,デ ータセキ ュ リテ ィ
を厳格 に実施 しなが ら参加 して いる。
テ レワークセ ンターの利用方法 と して,テ レワークの たあに利用す るだ けで
な く,公 共部門の様 々なサー ビス提供(国 税庁の税金相談や職業訓練など)も検討
している。連邦 テ レワー クセ ンターは複合 目的の テ レワークセ ンターで,通 常
の業務時間帯以外 に もオープ ンす ることを検討中であ る。 ワシ ントンの周辺地
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域 だけで20か ら30のテ レワークセ ンターを設置す ることを計画中である。 ど
こに住んでいて も,居 住地近 くのテ レワー クセ ンターを使え るよ うにす ること
を考えてい る。当然,そ のために必要 な投資 はかな りの金額 になる。
現在の典型的な テ レワーカーは平均労働者 よ り少 し上 の年齢層であ るが,職
種的 には色 々な タイプの職員 が使用 してい る。 当初 はコンピュータを主 に使 う
タイプの職員が多 いので はないか と予想 していたが,現 実の プログラムでは科
学者,人 事担当者,税 務担当者 な ど様々な職務 の人 が利用者 になっている。現
在 までの ところ,利 用者 か らの特別 な要望 とい うものはない。新 たに4っ の テ
レワー クセ ンターが建設 中であ るが,ヴ ァー ジニ ア州 立 ジョー ジメーソ ン大学
との提携 で進 めて いる。遠隔教育が1っ のポイ ン トである。
◇ ク リン トン政権 とテ レワーク
連邦総務庁 の中でのテ レワーク事業の優先順位 は高 いが,ク リン トン大統領
は奨励 していて も,大 統領の行政命令で実施 させているわ けではない。優先順
位 を考え ると,政 府 の ダウンサイ ジングの概念に もうま く適合 して いる。 テ レ
ワー ク参加へ のニーズは大 きいが,高 速道路 にテ レワー クセ ンターの看板を出
すのを運輸省が許 可 しない。 テ レワークには多 くの人 たちが関心 を示 している
が,管 理職 の心理的な抵抗が問題 である。 テ レワークに適格で ない一般職員 も
相 当いるが,管 理職 の変化 に対 す る抵抗 が最 も大 きな問題である。 テ レワーク
セ ンターの設置 に当た っては,既 存 の建物 を探す ように している。
連邦議会で はホ イヤー ・ウル フ ・マ コフスキー法案 で,予 算 として1100万
ドルを獲得 したが,事 業 の残 りの期間 は1年 半であ る。 これ らの財源 はシー ド
マ ネーと して使われ る もので ある。連邦議会が さ らな る事業予算 を配分 する こ
とを期待 している。
カ リフォルニアで は州政府運輸局 の主導 でテ レワークを推進 して きたが,そ
の財源 は連邦政府 か らの補助金であ る。 カ リフォルニア州 のテ レワー ク導入 の
様 々なプロジェク トにっいて は批判す るつ もりはないが,カ リフォルニアでは
時期尚早の面が あ った とい うことは否定で きない と考えている。 やは り,独 立
採算 ということが大 きな問題 にな る。 テ レワー クで独 立採算が本 当に可能 か ど
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うか誰 も証明で きていない。経営者 の心理 としては二重 にオーバーヘ ッ ドを支
払 いた くないのが実態であ る。
ク リントン政権の福祉制度改革の中で,テ レワークセ ンターは大 きな役割 を
果 たす ことにな るか もしれ ない。 ゴア副大統領 は ク リン トン大統領以上 にテ レ
ワークの重要性 にっ いて理解 を示 してい る。情報 スーパーハ イウェイ構想 とテ
レワークは重要 な関係を持 ってい るが,商 務省 はこれ までテ レワー ク事業に余
り関与 して こなか った。
◇今後のテ レワーク
大都 市中心部 と郊外地域の関係 も極 めて深刻 な問題 であるが,企 業 は大都市
か ら離 れて いっているので,大 都市中心部 の経済的,社 会的悪化 はテ レワー ク
の推進 とは関係 な く進行す る。 テ レワークの今後 の予想 と して は,ゆ っくりと
した成長になると予想 してい る。 問題 はどれ くらい早 くク リテ ィカル ・マスを
達成 す ることがで きるかで あ る。 大都 市圏 での推進 計画 と して は,National
TelecommutingInitiativeがある。 官民パ ー トナーシ ップで在宅勤務 も含 め
たテ レワークを推進 す ることが 目標であ る。 テ レワークセ ンターを基盤 と した
テ レワークは拡大 してい るが,見 通 しはまだ不透明で ある。
30大都市圏 におけ るテ レワ ・ーク事 業 の拡 大 を 目指 して い るが,そ れ以外の地
域 で も申 し出が あれば連邦総務庁 と して協力す るつ もりであ る。現在 まで に,
シカゴ(2-3ヶ 所),ア トランタ(4ヶ 所),シ ア トル(1ヶ 所),オ クラホマ シ
テ ィ(2ヶ所),カ リフォルニアの ノース リッジ(1ヶ 所)に連邦 テ レワークセ ン
ターが ある。 ヴ ァー ジニア州や テキサス州 では議論 は行 って いるが,政 策担 当
者 に行動 が伴 っていない。東部のニ ュー ヨー ク州やマサチ ューセ ッッ州で はテ
レワー クセ ンターへの取 り組 みが全 くないが,在 宅勤務 には参加 している。
◇災害対応型 テ レワークについて
災害対応型 のテ レワー クセ ンターと して はカ リフォルニア州 に3ヶ 所,オ ク
ラホマ州 に2ヶ 所 ある。1989年の ロマプ リエータ地震 の際 に も在宅 テ レワー ク
が実施 された。最近,運 輸省 の建物がバ クテ リアで汚染 されてい るのが分 か っ
たが,汚 染除去作業中 は各階 ごとにテ レワークを実施 した。
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ノース リッジ地震 の時,連 邦緊急事態管理庁(FEMA)と総務庁が協 力 して災
害 に対応 したが,テ レワー クの分野 では協力関係 はなか った。災害に対 してそ
れぞれ独 立の対応を したのが実態 である。 もちろん政策的 な調整 な ど存在 しな
か った。ノース リッジ地震 の頃,FEMAは テ レワークにっ いて何 も知 らなか っ
たが・現在 では きちん と認識す るよ うにな って いる。 テ レワークセ ンターは災
害対策 と して有効 であ る。最近,連 邦政府 の各機関 は防災計 画を作成 す ること
を要 請 されたが,防 災計 画の中 にテ レワークを導入 した機関 も出て きた。なお,
総務庁 では本年10月 頃 に最新 の報 告書 を発表す る予定であ る。
③ テ レコ ミaテ ィング諮問評議会(TAC)
非営利 の団体 であ り,テ レワークに関す る教育 を基本 的 な目的 とす るTAC
は非常 に歴史 の浅 い組織で ある。 それ はテ レワークやテ レコ ミューテ ィングの
歴史が浅 い ことにも関連 している。大企業,中 小企業,政 府機関,学 者,テ レ
ワーカーなどが会員 にな って いる。政府機 関,大 企業,中 小企業,教 育機関 と
い う4っ のグループを対象 に してい る。 会員 のプ ロフ ィールは興味深 い もので
ある。警察官 や病院の ソー シャル ワ ・ーカ ーな どで会 員 に な って い る者 もいる。
オフィススペースの賃貸料 が この ことに関係 してい る。
テ レワーカーを教育す るのがTACの 主た る目的でな く,管 理職 を教育す る
のを重視 して いる。 企業がTACに 加入 す る理由 は,自 社で テ レワー クプ ログ
ラムを始 めたり,導 入計 画が ある場合で ある。 自社製品 の販売 を 目的 と してい
る企業 はほとん どない。P&G,ユ ニIJ-一バ,コ ンパ ック,HP等 の企業 も加入
してい る。
6.ま と め
アメ リカで は,1980年代半ばか らテ レワー ク(テ レコミューティング)が 通勤
時の交通混雑 の緩和,大 気汚染の防 止,都 市計画,都 市の成長管理 な どのため
に重要 な政策手段 と認 め られて,民 間部門の努力だ けでな く,カ リフォルニア
州政府や連邦政府 などの公共部門 にお いて も様々な政策づ くりや導入実験が積
み重 ね られて きた。 ク リン トン政 権で は21世 紀 の新 たな社会資本整備計画 と
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しての情報 スーパ ーハ イウェイ構想 の もとで,連 邦政府の職員を対象 とした大
規模な テ レワークの本格 的な導入事業が進め られ ようとしている。
今回の カ リフォルニア州 と首都 ワシ ン トン及び周辺地域 における調査で も,
連邦政府,州 政府,地 方政府 などの公共部門が テ レワークの普及 に政策面で直
接 的に関与す るとともに,公 的資金 を投 入 してつ くられたテ レワー クセ ンター
で連邦政府職員 な どが参加 したテ レワー クが本稼働 しているとい う実態をつか
む ことがで きた。 テ レワークの普及 に当た って は,官 民 のパ ー トナー シップに
よる推進が行 われてい るとともに,公 共部門の政策的なイニシアテ ィブが 主導
的な役割 を果た して いるのである。
我が国 で も,郵 政省 と労働省 によるテ レワー ク推進会議 によ って今後の方 向
性が示 された り,公 設サ テ ライ トオフ ィス(テ レワークセンター)の 整備 ・推進
に関す る調査研究や通勤困難者 のための コ ミュニテ ィオフィスに関す る調査研
究が進 め らるな ど,テ レワー クへの公的 支援 のための体制 が形 づ くられて きて
いるが,ア メ リカにお けるテ レワー ク普及のための政策形成 や公共部門の関与
などか ら多 くの ことを学 ぶ ことが可能 である。
